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■要旨■ 
 
「持続的競争優位の確立」に IT 資源が活かされているかどうか、あるいは、「持続的競争優位

の確立」に IT 資源をどのように活かしていけばよいのか、について一般性のある議論をするのが、
本稿の問題意識である。 
本稿では、＜資源＞に着目した分析と＜活動＞に着目した分析の統合をはかる観点から、

「差別化システムの模倣困難性」について論じる。具体的には、差別化システムの模倣困難性の

強度を分析・評価するための分析フレームワークを提案する。この分析フレームワークは、差別化

システムの要素（差別化資源・差別化活動）に関わるメカニズムの分析方法であり、個別資源ごと

の模倣困難性分析とシステム要素連係アーキタイプの分析により構成される。 
このフレームワークを使って、IT が持続的競争優位の構築につながっていると考えられるウォ

ルマートの事例を分析するとともに、小売業界の複数企業（イオン・西友）と比較する。この事例分

析に基づいて、「持続的競争優位が確立されている」すなわち「差別化システムの模倣困難性が

高い」ビジネスシステムの 4つの源泉について例示する。4つの源泉とは、①多くの模倣困難な資
源が活動により活用されている、②個別資源間にシステム性がある、③個々の活動同士にトレー

ドオフ性がある、④活動⇔資源間のループ構造性が多く埋め込まれている、である。 
上記源泉の分析に基づき、ウォルマートの持続的競争優位の源泉・メカニズムについて考察

する。この考察を通じて、提案する分析フレームワークの妥当性について確認する。 
 
キーワード； 
 持続的競争優位、IT(情報技術)、模倣困難性、差別化システム、ループ構造 
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The inimitability of differentiation system with information technology:  

A study based on the case of Wal-Mart 

 

Tatsuyuki Negoro （Waseda University） 
Toru Yoshikawa （Bank of Tokyo-Mitsubishi UFJ） 

 
Abstract 

The purpose of this paper is to discuss whether information technology can 
contribute the sustained competitive advantage.  

In this paper, the inimitability of the "differentiation system" is discussed 
from the viewpoint that pays attention to <resources> and <activity system>. A 
framework to analyze and to evaluate the strength for the inimitability of the 
differentiation system is proposed. This framework is a method of analyzing the 
mechanism of the inimitability, and it is composed by the inimitability analysis of each 
individual resource and the inimitability analysis of the composing systems archetypes 
of the differentiation system.  

The case of Wal-Mart where IT leads to sustained competitive advantage is 
analyzed by using this framework, and its analysis is compared with two retail 
companies (Ion and The Seiyu Ltd.). Base on the analysis, four sources of inimitability 
are illustrated. A lot of difficult resources to imitate are utilized by the activity system? 
Is there a systemic synergy between resources? Is there trade-off between the activity 
system to other company’s system?  A lot of loop structures are embedded in the 
differentiation system. 

The validity of the proposed framework is confirmed through this illustration. 
 
Keywords； 
sustained competitive advantage, information technology, inimitability, differentiation 
system, loop structure 
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1. はじめに 
 

1.1 問題意識と研究背景 

 
本稿は、企業の持続的競争優位と IT（情報技術）資源の関係に焦点をあて、経営戦略と

IT戦略のあり方について論じるものである。 
 
1.1.1 問題意識 
経営戦略と IT戦略とは表裏一体、密接不可分なものとの認識が広まっている。IT投資
を如何に行うかが多くの企業にとって重要な経営課題となっている点については論を要し

ないだろう。今日、IT は最も重要な経営資源の一つであり、IT 活用の巧拙が企業業績を
も左右するとの見方から、ITマネジメントや IT活用戦略に大きな関心が寄せられている。 

 
こうした中、IT活用が功を奏し、競合他社に比べてより優れたサービスの提供や、より
低価格での商品提供を成し遂げ、その結果、好業績につながっていると考えられる企業の

ケースが各方面で好事例として採り上げられる一方で、多額の投資をした IT が、必ずし
も競合他社との差別化や持続的な競争優位の実現につながっていないと思われるケースが

少なくない。 
「持続的競争優位の確立」に IT資源が活かされているかどうか、あるいは、「持続的競
争優位の確立」に IT 資源をどのように活かしていけばよいのか、について一般性のある
議論をするのが、本稿の問題意識である。 
 
1.1.2 研究背景 

ITの投資対効果に関わる疑問、あるいは競争戦略や差別化の確立に関する IT活用の限
界や懐疑的な見方としては、これまでにいくつかの問題提起がなされている。そのなかか

ら、本研究の出発点となったのが、加護野（1999）と Carr（2003）の議論である。 
 
①「情報化のパラドクス」 

加護野忠雄（1999）は、「企業間の競争優位の差は、情報システムではつかなくなって
いる（P166）」「情報ネットワークそのものは競争優位の源泉ではなくなりつつある（P31）」
という認識のうえに、「ITでは差別化できない」との主張している。 
「情報化が進展すればするほど、情報によって差別優位を生み出すことは難しくなり、

情報以外のものにおける違いが、決定的な意味を持つようになってきた」（加護野、1999）
とし、こうした「情報化のパラドクス」が生じる理由として、人間系・社会系がボトルネ

ックとなる可能性を指摘している。 
その主張によれば、そもそも企業が競争優位を持つためには、競争相手が真似をするこ

とが難しい事業システムを作ることこそが重要であり、そのためには、企業活動の根幹で

ある「価値創造プロセス」を活性化させる必要がある。この価値創造プロセスは、①情報
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獲得→②意味発見→③アクションの 3段階に分けることができ、ITの役割は、第 1段階か
ら第 3段階へとステップを追うごとに小さくなる、としている。具体的には、価値創造の
プロセスを活性化させるもの（鍵となる変数）として、プロセス毎に次の項目を挙げて整

理している。情報獲得のプロセスにおいて鍵となるのは、情報技術、情報を取り入れる人

的ネットワーク、実験を許容する組織。意味発見のプロセスにおいて鍵となるのは、情報

を融合させるための組織（コミュニケーションと自由な議論）、暗黙知を取り入れる仕掛け、

個人の知識や認識プロセス、情報から真剣に意味を読み取ろうとする仕組み。アクション

のプロセスにおいて鍵となるのは、すぐに動き実行することができる組織、企業間取引関

係における信頼や信用、ロジスティックスである。 
すなわち、情報技術（IT）の発展によって、第 1ステップの情報獲得は容易にできるよ
うになったが、依然として、第 2「意味発見」、第 3「アクション」のステップはボトルネ
ックになっており、これを解消するためには、人間系・社会系を IT＝情報系に合わせて整
合的に結び付ける必要がある、と結論付けている。 
 
②「IT＝コモディティ」論 

Nicolas Carr（2003）は、「IT Doesn’t Matter（ITは重要ではない）」という論文で以
下のような主張をしている。今日、ITはコモディティ化しており、誰でもたやすく入手す
ることができるモノとなった結果、企業に持続的競争優位をもたらす戦略的資源ではもは

や無い、というもので、ITに対する過剰投資に強い警告を発する内容である。コモディテ
ィ化に伴い ITの価値が縮小しているとし、ITの非戦略性を主張する内容のため、米国で
かなり議論を呼んだ。 
同論文では、ITのコモディティ化について、ITのコア機能（データ保存、データ処理、
コミュニケーション）が誰でも利用可能で、価格的にも手ごろなものになっているとし、

ITの戦略的価値は過大評価されていると主張している。すなわち、ITは戦略的資産から、
必需品に変化しており、どの企業に対しても差別化を与えないと論じている。そのうえで、

資産を真に戦略的にし、持続的競争優位につなげるものは、希少性であり、競合他社が持

てないものを持つか、できないことをするかによってのみ、相手に勝る競争力を得ること

ができる、としている。 
こうした主張に続いて同論文では、IT マネジメントの新しいルールとして、IT 投資に

よって見込める利益の評価、アウトソーシングの利用など、より強固なコスト管理が求め

られるべきであるとしている。「攻めから守りへ」ということであり、成功の鍵は、積極的

に優位性を追求することではなく、細部にわたってコストとリスクを管理することにある

と主張している。 
 
「情報化のパラドクス」や「IT＝コモディティ論」といった見方（一種の IT の競争的
無価値論）は、ビジネスを大きく変えてきた ITの過小評価につながり、ITの活用可能性
の芽を摘んでしまうおそれがあるように思われる。「ITの競争的無価値論」では、ITを使
う人や組織能力が重要といった組織論への傾斜や、事業システム全体の観点を重要視した

議論が展開されることが多い。しかしながら、ITの活用を企業の競争力・競争優位につな
げていると考えられる事例も存在する。ITが持続的競争優位の構築につながっていると見
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える事例の分析を通じて、ITが持続的競争優位につながる場合のメカニズムについて議論
したい。そして、それを結果として、「IT の競争的無価値論」への反論として提示したい
と考えている。 
 
 

1.2 研究目的 

 
本稿では、資源に着目した分析と活動に着目した分析の統合をはかる観点から、「差別化

システムの模倣困難性」について論じる。具体的には、企業の差別化システムの模倣困難

性の程度・強度を分析するフレームワークを提案する。 
このフレームワークは、「差別化システムの模倣困難性」を分析・評価するためのもので

あり、必ずしも IT資源に限定したものではない。しかし本研究では「ITをビジネスシス
テムの全体の中に位置づけて考える｣という立場に立ち、このフレームワークを、差別化シ

ステムにおける IT関連資源・能力に焦点をあてて使用する。 
上記のフレームワークを使って、小売業界の複数企業を具体的に比較することで、差別

化システムの模倣困難性の分析・評価・比較、および IT 活用と「差別化システムの模倣
困難性」との関係を例示する。最後に、上記のフレームワークの活用方法と課題について

述べる。 
 
 

1.3 研究方法と事例の選択 

 
 本稿は、分析フレームワークの構築と、「厚い」事例研究および同事例への分析フレーム

ワークの適用により論を進める。 
 
 分析フレームワークの構築に関しては、企業活動および経営資源と競争優位の関係を明

確にするという観点から、Michael E. Porterの活動システム論と、Jay B. Barney等の資
源ベース戦略論を統合した、根来龍之（2005a、b）による「差別化システム論」および「差
別化システムの模倣困難性」概念に依拠して検討を進める。本稿において提案する分析フ

レームワークの概要は、「差別化システム」における要素関連系のモデル化を行い、このモ

デルを分析することにより、差別化システムの模倣困難性の特徴や強度を明らかにし、他

社比較および自社評価を行うことができる、というものである。 
 事例研究については米国のウォルマートを採り上げる。同社は世界最大・最強の小売企

業であり、米国を代表する優良企業である。売上・利益で同業他社を寄せ付けない圧倒的

な強さを持つと同時に、毎年成長を続けており、強固な持続的競争優位を構築している。

同社は特に IT をうまく活用し、競争優位に結び付けていると考えられることから、本稿
での分析対象事例とすることにした。企業活動と各種資源、特に IT 資源をどのように差
別化、持続的競争優位に結び付けているのか、という観点から事例を分析する。 
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つづいて、ウォルマートの事例を、同業他社であるイオン・西友の事例との比較を通し

て、その評価を行う。このような実際の事例への適用により、本稿が提案する分析フレー

ムワークの活用可能性を確認するとともに、差別化システムの模倣困難性の分析・評価・

比較、および IT 資源の活用戦略と「差別化システムの模倣困難性」との関係を例示し、
これらに関わる考察につなげる。 
 
 

1.4 本稿の構成 

 
 以上の研究目的・研究方法を踏まえ、本稿は、問題意識と研究目的の提示（本章）に続

き、先行研究レビュー（第 2章）、分析フレームワークの構築（第 3章）、ウォルマートの
事例研究（第 4章）、分析フレームワークのウォルマート事例への適用（第 5章）、分析フ
レームワークに基づいた複数企業比較（第 6 章）、総括およびインプリケーションの提示
（第 7章）という流れで議論を展開する。 
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2. 経営資源と企業活動に関わる先行研究 
 

2.1 システムダイナミクスと因果ループ 

 
 先行研究として、まずシステムダイナミクスおよび因果ループについてレビューする。

システムダイナミクスのアプローチのうち「因果ループ」による分析手法や思考方法を、

資源・活動の連鎖に関わる考察、分析フレームワークの構築において活用する。 
 
2.1.1 システムダイナミクス 
システムダイナミクスは、マサチューセッツ工科大学の Jay Forresterが創案した学問

分野であり、時系列の現象を因果関係のループ構造からなるとしてとらえ分析していくと

いう理論である。 
Virginia P. Anderson and Lauren K. Johnson（2001）の説明よれば、「システムとは、

互いに関係しあう複数の構成要素の集まり」（P16）であり、これらの要素が、統合された
複雑なシステムを形づくっている。システムの要素は互いに影響し、関連し、依存し、そ

れらは時間が経つにつれて変化する。システムダイナミクスは、このように複雑で入り組

んだ仕組み・システムを理解し、分析するための理論であり、物事を全体像で捉えるため

の枠組みを提供する。 
 
2.1.2 因果ループ分析 
システムダイナミクスでは、システムの分析のため、因果ループ図を用いる。因果ルー

プ図とはシステムの構造を表したものであり、システムがどのような動きをするかを示す

ものである。Daniel K. Kim and Virginia P. Anderson（2002）では、因果ループについ
て、次のように説明している。 
「因果ループ図では、1 つの要素（重要変数）の値の変化が、他の要素の値にどのよう

な影響を与えていくか、複数の要素の関係がバランスをもたらすのか、あるいは拡大や衰

退をもたらすものかを描く。ある要素が別の要素に影響を及ぼす場合、前者と後者を矢印

（リンク）でつなぐ。」（同上書、P15） 
 因果ループ図は一つ以上のフィードバックループにより成り立つ。このフィードバック

ループには、拡張プロセスのループとバランスプロセスのループの 2種類がある。拡張ル
ープは、一方向への変化を、さらに大きな変化へと加速させるループであり、好循環と悪

循環とどちらにもなる。一方、バランスループは、拡張ループを抑える別の力が働くルー

プであり、システムをあるべき状態に向かわせてその状態を保とうとする。 
このように、「因果ループ図を使ってシステムの構造を描くことで、変数の動きの間の相

互関係を見つけ出すことができる」（同上書、P80） 
 Kim and Anderson（2002）では、システム思考の目的は、「「木を見て森を見ず」にな
らないように、「森を見て、木も見る」ことができるようにすること」であり、「部分だけ

ではなく全体をとらえて、その全体を理解し、要素間の関係や重要な要素を把握」するこ
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とができるとしている（P18）。企業活動のような複雑なシステムへの適用を前提に考案さ
れた思考手法であり、本研究において十分活用可能と考えられる。 
 
 

2.2 「差別化システム論」 

 
本稿では、企業活動とそのフィットに焦点を当てたMichael E. Porterの活動システム

論と、企業の資源と競争優位の関係に焦点を当てた Jay B. Barneyに代表される資源ベー
ス戦略論を統合した理論である根来龍之（2005a、b）の差別化システム論を拠り所とする。
先行研究として次にこの「差別化システム論」を採り上げる。差別化システム論は、差別

化資源と差別化活動から構成される「差別化システム」の模倣困難性が、企業の競争優位

（他社に対して差別化し、隔離メカニズムが機能している状態）につながるという考えで

ある。本稿では、この「差別化システム」の考え方に基づいた分析フレームワークの構築

を試み、そのフレームの実事例の分析への適用と、実践的なインプリケーションへの展開

を目指す。 
 
2.2.1 「資源」パラダイムから「資源―活動」パラダイムへ 
 根来（2005a）は次のように主張する。 
他社より優れた資源や能力の構築と蓄積こそが、企業の長期的収益性を決めるというの

が「資源ベース戦略論」のテーゼである。しかし、この理論は、「活動レイヤー」の重要性

を無視している。 
資源ベース戦略論とは「ある企業が優れた業績を上げるのは、他社にない優れた経営資

源や能力を持っているからだ」という考え方である。この理論は、確かに資源の有無によ

るビジネスモデルの違い、あるいは似通ったビジネスシステムを持つ企業の業績格差を説

明してくれる。しかし、資源は、ビジネスシステムを一義的には決定しない。ビジネスシ

ステムの他社に対する隔離（継続的違いあるいは持続的優位）を形成するのは、資源では

なく＜資源―活動＞複合体である。（根来（2005a）によれば、ビジネスモデルは事業活動
の構造の設計図、ビジネスシステムは結果として形成される事業活動体の全体のことであ

る。） 
 
 経営資源には、設備、不動産、立地、ソフトウェアなどの有形なものに加え、特許、

ブランド、技術などの無形のものや組織の能力といった複合的なものも含まれる。トヨタ

の現場改善能力、サントリーのマーケティング能力などが、組織能力の例である。 
 資源には、模倣が非常に難しいものから容易なものまで、さまざまなレベルの模倣困難

性がある。例えば、韓国企業が量産型半導体のキャッチアップに短期間で成功したのは、

専門メーカーがつくった設備を導入するだけで比較的簡単に製造ができたからである。そ

こでは、投資のタイミングと規模が、成否を大きく分けた。逆に、代替性の低い特許は模

倣が非常に難しいものの例である。また、組織能力は、複数の要因によって作られている

ので、模倣が難しい。資源ベース戦略論は、持続的な競争優位を築くためには、このよう
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な模倣困難な資源を作り上げていかなければならない。 
 
2.2.2 資源の模倣困難性をつくる条件 
 根来（2005a）から、模倣障壁の例をあげよう。トヨタは現場改善能力やサプライヤー
との共同開発能力に優れている。ほかの会社は「かんばん方式」を導入したからといって、

すぐにトヨタと同じようにコストを抑えて生産できない。本田技研も模倣困難な資源を持

つ。同社の成功は、ヒット商品の継続的開発にある。そうした製品開発能力の背景には、

本田宗一郎という偉才の技術者が創業者だったことや技術の先端性が試されるレースの世

界で先端技術を磨いてきたこと、そうした環境が築き上げた組織風土が定着していること

といった、他社とは異なる歴史的な背景がある。 
 資源の模倣困難性は、「獲得困難性」「代替困難性」の 2つから成り立っている。獲得困
難性は、他社から見た「同じ資源の獲得しにくさ」を示す。この獲得困難性を備えるには、

以下にあげる 4つの条件のうち一つを満たさなければならない。 
 1つ目の条件は、「物理的・制度的特性」である。採掘権は、天然資源の「物理的稀少性」
に由来する。特許は、法律（制度）によってその稀少性が守られている。 
 2つ目の条件は、「先取排除性」である。ある魅力的な場所をある会社が獲得すれば、他
社は同じ場所で競争しにくくなる。ある百貨店がほかに先んじて駅前に大型店舗を建てる

と、競合店舗は出店できないというような状況である。生産財の大型投資の場合、後発メ

ーカーは、先行メーカーと同規模の投資を実施するとマーケット全体が過剰生産に陥るた

め、投資を躊躇する。これらの例の場合、先行企業は一定の模倣障壁を持つ。 
 3 つ目は「経路依存性」で、資源が歴史的にユニークな順序を経て形成されていること
を意味する。上述した本田技研の製品開発能力は、この例である。 
 4つ目として、「現場粘着性」が指摘できる。暗黙知の議論はその典型で、長年の経験に
より本人でさえ気付かないうちに蓄積されている、あるいは何人かの集団の間に結果とし

て存在している能力がその例である。現場粘着性があるノウハウは、なかなか他社は模倣

できない。 
 一方、代替困難性とは、ほかの資源では代替しにくいことを示す。資源が異なっても同

じ機能を持つことがあり得る。インクジェットプリンタの大手２社であるエプソンとキヤ

ノンは、インクを紙に噴きつける技術として、それぞれ「ピエゾヘッド」「バブルジェット」

と呼ばれる、異なる方式を採用している。ところが、機能面で見るとどちらもほぼ同じで

ある。これは、特許による資源の獲得困難性が、必ずしも両社の資源の模倣困難性につな

がっていない例である。 
 このように、資源の模倣困難性は、獲得困難性と代替困難性の両方を築くことによって

形成される。 
 
2.2.3 隔離メカニズムと差別化システムの模倣困難性 
 根来（2005a）によれば、企業間の違いは、単一の資源の違いだけで論じられるもので
はない。複数の資源、すなわち資源セットによって、企業間の違いが作られる。この場合、

資源のただのよそ集めではなく、資源間にシステム性（相互強化性）がある企業が優位に

立ち得る。このことを「資源間のシステム性」と呼ぶ。トヨタの現場改善能力は、現場の
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班／職長のモラルや熱意を含む現場粘着性のある技能を含んで形成されたもので表面的な

「かんばん方式」だけで語り尽くせるものではない。また、改善提案制度や社内工の終身

雇用制度も大きな役割を果たしているだろう。この「システム性」が、トヨタの現場の力

をそう簡単にほかの場所に移植できないようにしていると考えられる。 
 ビジネスシステムは、資源だけからなるのではない。資源を使って「どう活動するか」

が次に問題となる。保有している資源をうまく使える企業もあれば、使いきれない企業も

ある。また、「活動の設計と形成」が将来の資源蓄積の方向性を決める。この活動の全体が

他社にとって模倣しにくくなっていることが望ましい。これを「活動システムのトレード

オフ性」と呼ぶ。 
 ちなみに、この「活動システム」の概念は、Porter（1998）によるものである。Porter
によれば、活動は、活動相互間の内部整合性（補完性と相互強化性）を追求することで、

システム性が高まる。複数の活動がお互いに補完し合っている場合には、その活動システ

ム全体をうまくコピーしない限り、競合他社が部分的に模倣しても利益はほとんどない。

そして、この活動システムが、他社の活動システムと「トレードオフ」状態になると、模

倣困難性が生まれる。トレードオフが発生するのは、模倣によってイメージや評判に整合

性がなくなったり、既存の活動システムと並存させる場合の社内の調整と管理上の限界や

活動そのものの両立困難性のためである。追求する差別化の内容が違えば活動のやり方も

変わり、設備、情報システム、従業員の行動・スキル、社内制度も違ってくる。トレード

オフは、これらが特殊化することで発生する。トレードオフを強めるためには、活動間の

整合性を強化することが必要である。整合性とは、各活動どうし、また戦略モデルとのあ

いだの基本的一貫性のことである。一貫性を保つことによって、各活動の優位が相互強化

され、お互いに足を引っ張り合ったり打ち消しあったりという事態が避けられる。また、

活動間の調整や情報交換を進め、重複をなくし、無駄な作業を最小限に留めることも重要

である。 
 Porterの活動システムの議論で重要なことは、資源の独自性が必ずしも前提にされてい
ないことである。仮に、資源はすべて市場で調達できるものであっても、活動システムの

トレードオフ性を築ければ、ビジネスシステムは模倣困難なものになりえる。 
 この Porterの議論を吸収して、根来（2005a）は、（個別）資源の模倣困難性だけでは、
企業のビジネスシステムの隔離（継続的違いや優劣）を論じられないと主張する。そして、

ビジネスシステムの差別化を形成している部分を取り出したモデルを「差別化システム」

と呼び、実は、ビジネスシステムの隔離は、差別化システムの模倣困難性によって実現で

き、そこには保有資源の模倣困難性（①）以外にも、以下の３つの源泉があるとしている。

②資源間のシステム性、③活動システムのトレードオフ性、④活動と資源のループ構造性

である。 
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【図２－１：差別化システムの模倣困難性 4つの源泉】 
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3. 分析フレームワークの構築 
 
「差別化システムの模倣困難性」の枠組みに基づき、IT資源の活用状況や競争優位との

関係を分析するフレームワークを構築し、同様基準での他社との差別化システムの比較を

可能とする。分析の観点は、「企業活動」「経営資源」「競争優位（差別化・模倣困難性）」

とし、これらを包含した分析フレームワークを考案する。分析フレームワーク考案に際し

ては、「IT をビジネスシステム全体の中に位置づけて考える｣という考え方に立ち、IT を
経営資源の一つとして、その活用状況や活用戦略の描出を目指す。 
 

3.1 差別化システムのモデル化 

 
3.1.1 要素連係アーキタイプのモデル化 
 経営資源および企業活動と競争優位の関係を解明していくにあたって、実際の事例を分

析し、それを一般化した上で、実務上有効なインプリケーションを導出するためには、差

別化システムをよりミクロなレベルに分解し、より詳細なメカニズムを浮き彫りにすると

ともに、複数事例の模倣困難性の強度や特徴を解析・比較・評価することが可能な分析フ

レームワークであることが望ましい。 
本稿では、差別化システムをその構成要素である「差別化資源」と「差別化活動」のつ

ながりや連なりに分解し、そのパターンを類型化・モデル化する。この「要素連係のアー

キタイプ（原型）」がどのように、どの程度、事例企業の差別化システムに埋め込まれてい

るかを分析することにより、詳細なメカニズムの描画と模倣困難性の強度分析・評価に繋

げることを試みる。この要素連係のアーキタイプについては、差別化システムの模倣困難

性における 4 つの源泉（根来、2005ａ）毎に考案することができ、以下の a～j のとおり
全部で 10 タイプに整理できる。以下、資源は差別化資源、活動は差別化活動を指す（資
源のすべてが差別化に貢献するわけではない。差別化資源とは差別化に貢献する資源のこ

とである。「活動」も同様）。各アーキタイプについては、図３－１によりその構造を示し

ているので、以下の説明と合わせて参照いただきたい。 
 
 まず、「保有資源の模倣困難性」については次の 2つのアーキタイプが考えられる。 
ａ．「資源→活動」特定の模倣困難な資源があることにより活動が成り立つタイプ。 
ｂ．「資源→複数の活動」特定の模倣困難な資源が複数の活動の条件になっているタイ

プで、模倣困難な資源の有効利用・効果最大化につながっている。 
 
「個別資源間のシステム性」については、次の 2タイプが考えられる。 
ｃ．「資源→資源」特定の資源が別の資源の蓄積や存在価値につながるタイプ。重要資

源の再生産・強化につながるメカニズムと考えられる。 
ｄ．「複数の資源→活動」複数の資源が揃ってはじめて特定の活動が成り立つタイプ。

資源・活動間のシステム性を意味する。 
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「活動のトレードオフ性」については、次の 4タイプが考えられる。 
ｅ．「活動→資源」特定の活動が資源の蓄積につながり、その結果として、他の活動に

影響を与えるタイプ。 
ｆ．「複数の活動→活動」複数の活動がある活動につながる／支えているタイプ。鍵と

なる重要な活動（差別化に直結する活動など）について、複数の活動が作用する

繋がりを持つため、その重要な活動の強化・安定につながる。 
ｇ．「複数の活動→差別化」複数の活動が差別化につながるタイプ。差別化の成り立ち

が強化されることに加え、一部の活動停止（あるいは弱化）を、他の活動により

ある程度カバーできる。 
ｈ．「活動→複数の活動」特定の活動が複数の活動につながるタイプ。安定的な（基本）

活動を効果的に活用していることを指す。 
 
「活動⇔資源のループ構造性」については、次の 2タイプが考えられる。 
ｉ．「資源⇔活動」特定の資源と特定の活動が互いに作用し合う・強め合う関係にある

タイプ。資源が活動を通して再生産される構造を意味する。 
ｊ．「資源・活動連鎖のポジティブ・フィードバック・ループ」複数の活動の連鎖を経

由し、最終的に特定の資源蓄積につながるタイプ。資源・活動の連鎖がポジティ

ブ・フィードバック・ループを形成し、好循環構造を作っている。つまり、活動

が資源を強化し、強化された資源が活動のレベルを高めるという連鎖が繰り返さ

れる。 
 
3.1.2 アーキタイプの模倣困難性 
 差別化システムを構成するこれらのアーキタイプは、その構造・成り立ちから、その模

倣困難性の程度がそれぞれ異なる点に留意が必要である。アーキタイプとしての模倣困難

性を分類すると次のとおりとなる。 
 
まず、「ａ．資源→活動（資源があることにより活動が成り立つ）」はどの企業でも必ず見ら

れる、言わば当たり前の構造であり、そのアーキタイプの形式としての模倣困難性の程度

は低い。このアーキタイプでは、要素となる差別化資源の模倣困難性こそが重要というこ

とになる。 
「ｂ．資源→複数の活動（特定の資源が複数の活動の条件になっているタイプ）」「ｃ．資源→

資源（特定の資源が別の資源の蓄積や資源としての存在価値につながるタイプ）」「ｅ．活動→資源（活

動が資源の蓄積につながるタイプ）」は、多くの企業において若干の工夫があれば実現できてい

るタイプと考えられ、模倣困難性が極めて高いとは必ずしも言えない。アーキタイプの模

倣困難性は中程度と考えられる。 
上記以外のアーキタイプについては、その構造的形式そのものが簡単にはつくれないも

のと考えられ、その構造を持つことが模倣困難性の源泉となると考えられる。 
これらのアーキタイプとしての模倣困難性は、差別化システムの模倣困難性構築に関し

て、前述の「4 つの源泉」の実際のメカニズムとして機能していると考えられる。アーキ
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タイプの模倣困難性および、差別化システムの模倣困難性への形式的貢献度については、

上記 3段階（高い→○、中程度→△、低い→×）を図３－１にて各アーキタイプに付記し
てある。 
これらの要素連係アーキタイプが、重層的あるいは多面的に、差別化システムに埋め込

まれていることが、差別化システムの強さであり、差別化システムの模倣困難性につなが

るというのが、本稿が提案する分析フレームワークの基本的着想である。 
 
【図３－１：要素連係アーキタイプと模倣困難性】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.2 分析フレームワーク 

 
 以上、差別化システムの模倣困難性の程度・強度を分析するフレームワークの考案を目

指し、「差別化資源と差別化活動により構成される差別化システム」を構成する「システム

の要素連係アーキタイプ」について説明した。以下では、本稿が提案する分析の手順につ

いて述べる。 
 
3.2.1 分析フレームワークと分析手順 
提案する分析フレームワークを用いた分析では、以下の各項目の測定により，差別化シ

ステムの模倣困難性の強度をある程度定量的に測定、分析し、競合他社と比較、評価する
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ことが可能である。分析の手順は大きく分けると次の 4ステップからなる 
• 模倣困難な資源をどの程度持っているか。 
• 差別化システムの模倣困難性につながる要素となるアーキタイプの数がどれくら

いあるか。 
• 模倣困難性度合い別に各アーキタイプがどれくらい埋め込まれているか。 
• 模倣困難性の程度別に分類された各資源が、各アーキタイプにどの程度埋め込ま

れているか。 
 
分析の前提となる差別化システム図の作成など、分析作業の詳細手順は次のとおりであ

る。この作業手順により、対象企業の差別化システムの模倣困難性の構造を明らかにする

ことができる。 
【分析手順】 
① 当該企業／自社の差別化ポイントと、これに関係しそうな資源・活動を洗い出す。 
② 活動システム図を作成する。 
③ 活動システム図を参考にして、資源・活動・差別化の明確化により、差別化システム
図（簡易バージョン）を作成する。 

④ 個別資源の模倣困難性を分析する。1 
⑤ より精緻な差別化システム図（最終版）を作成する。 
⑥ ループ構造の埋め込まれ具合を精査する。→「活動⇔資源のループ構造性」、つまり資
源・活動連鎖のポジティブ・フィードバック・ループの分析。 

⑦ 差別化システム図（最終版）における要素連係アーキタイプの埋め込まれ状況を分析
する。具体的には「要素連係アーキタイプ」「模倣困難度合い別アーキタイプ」を計量

する。 
⑧ 「模倣困難性の程度別に分類された各資源が、各アーキタイプにどの程度埋め込まれ
ているか」を計量する。 

 
 競合企業との比較により差別化システムの模倣困難性強度を分析・評価する場合には、

次の分析を行う。 
【分析手順】上記分析手順⑤の後が以下に置き換わる。 
⑥ 競合他社の活動システム図・差別化システム図を作成する。 
⑦ 自社の資源・活動と競合他社の資源・活動を合わせ、トータルな差別化システム図の
共有モデルを作成。→比較基準を合わせる。 

⑧ 共有モデルに基づき、自社および競合他社の差別化システム図を作成する。 
⑨ 各社の差別化システム図を基に、個別資源の模倣困難性を分析する。 
→比較対象と競争条件を限定しなければ比較できないため、比較対象企業と想定期間

の特定が必要。 
⑩ 各社の差別化システム図を基に、要素連係アーキタイプの埋め込まれ状況を分析する。 

                                                  
1 模倣困難性の程度を評価するためには比較対象が必要であり、競合他社との比較分析による
評価を行うことが望ましい。 
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「源泉種別アーキタイプ」「模倣困難度合い別アーキタイプ」を計量する。 
⑪ 「模倣困難性の程度別に分類された各資源が、各アーキタイプにどの程度埋め込まれ
ているか」を計量する。 

 
3.2.2 分析フレームワークの効用 
この分析フレームワークを通して次のことを明らかにできると考えている。 
第 1に、当該企業の差別化システムの特徴や差別化・競争優位の源泉は何かという点に
ついて、差別化システムの模倣困難性の 4つの源泉（①個別資源の模倣困難性、②資源の
システム性、③活動のトレードオフ性、④活動・資源間のループ構造性）の観点から明ら

かにすることができる。 
第 2に、精緻な差別化システム図とアーキタイプの分析を通して、差別化資源・差別化

活動のつながりが、どのように、どの程度機能しているのか、鍵となるパス（要素連係ア

ーキタイプの連なり）は何か、といったメカニズムの詳細を明らかにすることができる。

これにより、どの資源、どの活動をどのように操作すれば、どのような効果へと伝播する

のかを想定することができる。 
第 3に、競合他社との比較により、差別化システムの模倣困難性の強度・程度を、ある
程度定量的に比較・評価することができる。同時に、両社の強み・弱みを、資源・活動の

両面から、体系的・網羅的に整理することができる。 
最後に、競合他社比較による差別化システムの模倣困難性の強度評価に関連し、自社に

（あるいは他社に）欠けている資源や活動は何か、弱みを挽回する手段がないか、また強

みをさらに強化する手段は何かを明らかにすることができる。 
 
 

3.3 IT資源の特質と模倣困難性 

 
 差別化システム分析は IT 資源に限定された分析ではない。本稿における視点の一つ
は IT 関連資源と企業の競争優位の関係を明らかにすることにあることから、上記分析フ
レームワークをウォルマートの事例に適用する際に、同社の差別化システムにおける IT
関連資源・能力に特に焦点を当てて分析を行う。 
事例分析に先立ち、以下では、ITについて、その資源としての特質と差別化システムの
模倣困難性との関係について考察する。 
 
3.3.1 模倣困難性と IT資源 
 「地理的・制度的特性」「先取排除性」「現場粘着性」の観点については、IT資源は、そ
のような性質を持っておらず、この観点での模倣困難性はない。 
 「経路依存性」の観点については、ITがその実装において前提にする他資源が歴史的に
形成されている場合には模倣困難性が高いと考えられる。これに加えて、導入した IT に
ついて、独自の知見に基づいて改造・レベルアップしたり、社内に蓄積されているノウハ

ウを反映させたりしている場合には、相応の模倣困難性が生じるだろう。 
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 「代替困難性」の観点については、前述した Carr（2003）が指摘するように、確かに
今日の IT の一部（ハードウェアやパッケージソフトなど）はコモディティ化しており、
情報システム自身の導入は資金があれば可能である。ITは、本質的には希少性や代替不能
性があまりない資源と考えられる。 
最後に「法的財産権（特許、著作権）」の観点については、IT を活用したビジネスモデ
ル特許が成立している場合には模倣困難である。 
 
3.3.2 IT資源の分類と模倣困難性 
次に、IT資源を分類し、製造設備資源との対比から模倣困難性について分析し、その特
質を考察する。 
前述のとおり、一般に、IT資源は、情報技術に基づいた情報システム自身（ハードとソ

フト）については購入や開発によって構築することができるという点で、（資金負担の問題

はあるが）基本的に模倣が可能であり、ブランドや特許といった唯一無二で、代替が効か

ない資源とは性質を異にするものと言えよう。しかしながら、IT資源といっても多様な資
源があり、分類して詳細を見ていくと、それぞれの特性により、模倣困難性の度合いは異

なってくる。 
IT 資源は、ハードウェア、作り込みソフトウェア（ゼロから開発したソフトウェア）、
パッケージソフト、パッケージソフトカスタマイズ、データ、アーキテクチャー2に分類で

きる。このうち、ハードウェア、パッケージソフトについては、対価を支払いさえすれば

ベンダー等から調達が可能であり、模倣が相対的に容易である。 
一方、作り込みソフトウェアは、各社のノウハウや業務フローが仕様として個別に反映

されており、模倣は可能であるものの容易ではない。パッケージソフトのカスタマイズに

ついても、作り込みソフトウェアほどではないが、各社の個別仕様が施されている観点か

ら模倣困難な性質があると考えられる。 
取引履歴などのデータは、活動に伴い、時間の経過とともに蓄積される性質がある。こ

のような蓄積されたデータは経路依存性があり、短期間での模倣は困難と考えられる。た

だし、データは時間の経過と共にある程度キャッチアップが可能である。 
アーキテクチャーについては、複数の高度で複雑なシステムを、一定のポリシーや戦略

に基づいて構築しているようなケースにおいては、経営資源の一つと見なすべきと考える。

一般的に、アーキテクチャーには、その企業独自のノウハウや IT 構築に関する歴史的な
経緯が反映されていることが多く、模倣することは容易ではないと考えられる。業務シス

テムとは違い、外部からその詳細を知り得ることがそもそも困難であるという点からも、

模倣は可能ではあるが、容易ではないとすることが妥当と考えられる。 
以上の考察をまとめると表３－１となる。 

 
 
 
                                                  
2 本研究において使用する「アーキテクチャー」とは、「企業が使用する ITやシステムにおけ
るハードウェア、ソフトウェア、データベース構造などに関わる、共通基本設計」を意味

する。 
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【表３－１：IT資源の模倣困難性分析】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.3.3 IT資源の特質と競争優位 
次に、IT 資源と活動との関係から、模倣困難な差別化システムにつながる「IT 活用の

あり方」を探る。 
個別資源の特質・特性の観点でみると、IT資源のうち「データ」と「アーキテクチャー」
は、他の資源、たとえば製造設備資源などにはない、情報技術特有の資源である。そして、

「データ」と「アーキテクチャー」の個別資源としての模倣困難性は高い。そのため、デ

ータおよびアーキテクチャーが強く、あるいは大きく差別化に関係しているケースでは、

（広義の意味で）ITが持続的競争優位に貢献していると考える。 
つまり、 IT 資源のうち、特に「データ」と「アーキテクチャー」を資源・活動の連な

りのなかに重要な要素として組み込んでいれば、「IT 資源が差別化システムの模倣困難性
に大きく影響している」、「IT 資源が企業の持続的競争優位につながっている」、と言える
のではないだろうか3。 

 
逆の見方、すなわち IT 資源が埋め込まれた差別化システムの模倣困難性を高め、競合

                                                  
3 ITは、企業の業務・活動に広く全般的に影響を与えることから、製造設備など他の資源に比
してより多くのところに影響が伝播し、企業の組織ルーティンにも影響を与えると考えられ

る。この観点では、IT資源の導入を契機に、業務フローや企業活動の設計そのものが変革さ
れ、結果として、差別化システムの模倣困難性向上につながる、というケースについて留意

する必要がある。このような、特定の資源や活動の導入を契機とした差別化システムの変容・

動態的変化を、差別化システムの模倣困難性分析においてどのように位置付け、取り込んで

いくのかという問題については、本分析フレームワークでは十分にカバーしきれない領域と

考えられ、今後の課題としていきたい。 
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企業が同様の IT を導入しても自社の競争優位が揺るがないようにするためにはどのよう
なことを心がければよいか。上記の考察を踏まえると、蓄積データやアーキテクチャー、

作りこみソフトウェアに基づいた資源・活動のつながり・連係を多くし、これらから連な

る資源・活動の連鎖が差別化をもたらすように差別化システムを設計することが肝要と考

えられる。これらの点については、ウォルマート社の事例分析を通して、次章以降におい

てさらに考察を深める。 
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4. ウォルマートの競争優位と IT資源 
 
本章では、ウォルマートの事例分析を通して、同社の競争優位の源泉、および同社の IT

資源と企業活動が競争優位につながる仕組み・メカニズムを明らかにしていく。 
 

4.1 ウォルマートの概要 

 
4.1.1 会社概要 
 ウォルマート［英文社名：Wal-Mart Stores Inc］は世界最大の小売企業である。 
 2004年 1月期の実績は、連結売上高が 2,563億ドル（28兆 2千億円、110円換算以下
同様）、純利益が 90億 5400万ドル（9,959億円）である。過去 10年にわたり増収増益を
続けており、2004 年 1 月期の前年比伸び率は、売上で+12%増、純利益で+14%増となっ
ている（図４－１参照）。店舗数は、米国内に 3,551 店舗、海外に 1,355 店舗を展開して
いる。米国内の店舗数は前年比で約 4%の増加であり、売上高の増加は店舗数の拡大のみ
によるものではなく、既存店での成長も続いている。 
 
【図４－１ ウォルマートの売上・利益の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
他社との比較では、全世界の小売業売上高ランキングでは圧倒的な強さで第 1位であり、

2位のカルフール（フランス、売上 8兆 5千億円）を大きく引き離している（表４－１参
照）。当時の日本企業のトップであるイトーヨーカ堂の売上は 3 兆 5 千億円（ランキング
16位）であり、ウォルマートはその 8倍の規模である。 
一方、販売管理費の比率は 17.5%であり、米国で競合するターゲット 22.9%、Kマート

21.2%に比べてかなり低い。イトーヨーカ堂の販売管理費の比率は 27.0%である。 
 

555
673

825
936

1,049
1,180

1,376

1,650

1,913

2,178

2,445

1,995
2,333

2,681 2,740
3,056

3,526

4,430

5,377

6,295
6,671

8,039

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

売上

純利益

（億ドル） （百万ドル）

555
673

825
936

1,049
1,180

1,376

1,650

1,913

2,178

2,445

1,995
2,333

2,681 2,740
3,056

3,526

4,430

5,377

6,295
6,671

8,039

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

売上

純利益

（億ドル） （百万ドル）

出所：同社ホームページ
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【表４－１：世界の小売業ランキング（2002年）】 
順位 企業名 国 売上高 伸び率 

1 位 ウォルマート 米 29 兆 328 億
円 

+0.7% 

2位 カルフール 仏 8兆 5584億円 +5.5% 
3位 ロイヤル・アールド 蘭 7兆 8056億円 － 
4位 ホーム･デポ 米 6兆 9861億円 ▲2.5% 
5位 メトロ 独 6兆 4162億円 +11.0% 
6位 クローガー 米 6兆 2081億円 ▲7.4% 
7位 ターゲット 米 5兆 2674億円 ▲1.3% 
8位 シアーズ・ローバック 米 4兆 9089億円 ▲8.8% 
9位 テスコ 英 4兆 9044億円 +9.5% 

10位 コストコ・ホールセール 米 4兆 5968億円 +11.0% 
16位 イトーヨーカ堂 日 3兆 5303億円 +0.8% 
21位 イオン 日 3兆 865億円 +5.2% 

 
 
 ウォルマートは 4 種類の店舗形態を展開している。「ディスカウントストア」（1,478 店
舗）、「スーパーセンター」（1,471店舗）、「サムズクラブ」（538店舗）、「ネイバーフッド・
マーケット」（64店舗）、の 4つであり、店舗形態の種類が少ないことが特徴である。 
「ディスカウントストア」は非食品・雑貨を、百貨店や小型雑貨店より安く売る店、文

字通りディスカウントストアであり、ウォルマートの創業ルーツである。「スーパーセンタ

ー」は「ディスカウントストア」に食品販売を追加した形態である。 
ウォルマートは、90 年代に入り、年間 100 店舗以上のペースで、ディスカウントスト
アをスーパーセンターに転換しており、現在ではスーパーセンターが同社の核ビジネスと

なっている。 
 
 

4.2 差別化・競争優位戦略 

 
4.2.1 戦略の概観 
 ウォルマートのビジネスモデルを整理する。 
 ウォルマートが対象とする顧客は、週に 1回程度、車で店舗に乗りつけ、そこで必要な
もの全てを購入するといった行動をとる個人が、ひとつの典型である。 
 取り扱う商品は、日用品、衣料、食料品、電化製品、スポーツ用品、玩具等幅広い。 
 競合する他社は、Kマート、ターゲット、シアーズ、コストコ、クローガー、アルバー
トソンズなどである。 
 顧客にとってのウォルマートの魅力は、「低価格」と「豊富な品揃え」であり、これは徹

底した低コストオペレーションによって支えられている。 
 

出典：2003/10/21 日経流通新聞 
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 同社戦略の根幹を成すのは「エブリ・デイ・ロー・プライス」（Every Day Low Price：
EDLP）であり、これに「個店別の肌理細かい品揃え」と、チャネル戦略としての「スー
パーセンターの展開拡大」を加えれば、同社戦略のほぼ全体像となる。 
 結論を先取りして言えば、同社のマーケティング戦略である①EDLP、②品揃え、③ス
ーパーセンターの実現には、低コストオペレーション＝「エブリ・デイ・ロー・コスト」

とデータ活用の徹底が不可欠であり、そのための仕組み・仕掛けとして、ITを活用した 
①サプライチェーン・マネジメントと②カテゴリー･マネジメントを推進するのが、同社の

競争優位戦略、差別化戦略の骨子だ。 
 
4.2.2 顧客の認識・評価 
 顧客である消費者が、どのようにウォルマートを見ているのか、多くの消費者が同社を

選ぶ理由は何か、を確認する。 
 フォレスター・リサーチが 2002 年に実施した調査（図４－２参照）によれば、ウォル
マートでの買い物に関して評価するポイントとして、価格、品揃え、在庫が特に評価され

ている。「Good」あるいは「Excellent」と評価する人の割合は、価格が 86%、品揃えが
86%、在庫が 76%となっており、約 3 割のウォルマート利用者が価格と品揃えについて
「Excellent」と評価している。消費者はウォルマートの低価格と豊富な品揃えを評価して
おり、他社との差別化につながっていることが確認できる。 
 

【図４－２：顧客認知と評価】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に、同社のマーケティング戦略の各要素である、①EDLP、②品揃え、③スーパーセ
ンターを個別に見ていく。 

出典：Forrester Research ”Winning In A Wal-Mart World” Nov 2002
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4.2.3 EDLP戦略 
 ウォルマートの競争優位の根幹を成す EDLP戦略について整理する。 

EDLPとは年間を通して価格を低価格に固定するという価格戦略である。 
EDLP に相対する価格戦略は「ハイ・ロー・プライシング」である。「ハイ・ロー・プ

ライシング」とは、店頭価格を一定期間に上下させるプロモーション戦略である（ハイが

定価、ローが特売価格）。一般的な展開方法は 1 週間程度、チラシを配布し集客する方法
がとられる。いわゆるチラシ特売である。値下げ商品は、店頭で山積みして販売するか、

定番売り場で値下げ POP を付けて販売する。狙いは、①イメージ戦略・集客戦略（安い
というイメージをつくって集客）、②値下げ商品以外の商品のついで買いによる販売量増加、

③過剰在庫や廃番の整理、などである。値下げ原資はメーカーによる流通販促費（トレー

ドプロモーション費）によるケースが多い（鈴木敏仁 2003）。 
これに対して、低価格で固定する EDLPでは、設定価格は、ハイ・ロー・プライシング
戦略をとる競合企業が設定する特売価格と同じか、それを下回ることが望ましい。少なく

とも競合企業の定価を下回り、特売価格に近い必要がある（鈴木敏仁 2003）。EDLP戦略
は、「競争相手より安く売れば、客は必ずやってくる」という、ウォルマート創業者のサム・

ウォルトンの哲学に基づくもので、同社は 1980 年ころより、事業戦略の骨子として大々
的に展開するようになった。 

 
 EDLP の特徴である「すべての商品をいつも低価格で販売し」「期間限定の特売はしな
い」ことは、消費者と企業にどのようなメリットと効果をもたらすのだろうか。消費者に

とってのメリットの第 1 は、いつ来店しても、平均的に安く買い物ができることであり、
その結果、買い控えや特売待ちを起こさず、買い物の習慣化につながる。第 2のメリット
は、まとめ買いしやすいことであり、これは客単価の向上につながる。 
一方、小売企業側のメリットの第 1には、販売数量の変動が小さいことがあげられ、そ

の結果、需要予測を行いやすく、在庫管理が容易になる。第 2のメリットは、特売チラシ
を配布する必要がなく、広告宣伝費の削減につながることである。さらに、値札やレイア

ウトの変更頻度が少なくて済むメリットもあり、店舗運営コストの削減につながるという

効果もある。 
 

EDLPを実際に行うためには、低コストオペレーションの徹底による「エブリ・デイ・
ロー・コスト（EDLC）」が絶対条件となる。そして、この EDLC 実現のためには、賃料
や人件費の削減、店舗オペレーションの見直し、物流網などサプライチェーン・マネジメ

ントの見直しが必要であり、それらを実現し、徹底するために、ウォルマートは情報技術

に大きな投資をしてきた（図４－３参照）。 
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【図４－３：EDLPの実施と継続】 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
「EDLCに基づくEDLP」を実現してきた同社の歴史的な取り組みを簡単に整理すると、

1970年代に、先ず EDLCを実現するためのビジネスのやり方や仕組みを作り、EDLPを
事業戦略として展開する準備を整えた。その後、1980年代に入って、コンピュータ技術の
高機能化・低コスト化を受けて、既存の業務プロセスの IT 化を積極的に進め、コスト効
率の良いビジネスを構築した。1990年代には、通信技術やインターネットの採用を進め、
外部（サプライヤー）とのコミュニケーションの低コスト化・デジタル化・リアルタイム

化、店舗の IT 化を進めた。ウォルマートが目指しているのは、メーカー・サプライヤー
から店頭まですべてを巻き込んで効率化を図ろうとする大きな仕組みであり、その仕組み

の根幹をなす戦略が EDLPであると言えよう（鈴木敏仁 2003）。 
 
4.2.4 品揃え 
ウォルマートの差別化ポイントのひとつである品揃えに関し、現 CEO のリー・スコッ
トは、「ウォルマートの店舗には同じ品揃えをしている店は 1 件もない」と話している。
これは、「コミュニティストア」という考え方で、各店舗の商圏に合わせて品揃えをカスタ

マイズするということである（ルディ和子 2002）。 
このような個店別の品揃えを実現するシステム・仕組みとして、ウォルマートでは各店

舗や各商品アイテムの属性を数千の要因によって定義するデータベースが用意されている。

具体的な各店舗のデータは、競合店の有無、店舗の大きさ、医薬品取扱い有無などである。

商品アイテムごとの各商品についても、同様に数千の要因によって特徴が定義され、その

定義に基づき、対応する店舗と商品がマッチングされ、その店舗にとって最適な品揃えが

なされる。 
 
こうしたインフラに基づき、ウォルマートはカテゴリーマネジメント（商品カテゴリー

毎に品揃えをメーカーと流通業者が共同で行うこと）の展開による品揃えを推進している。

Kマートは単品管理で、売上の低い回転率の悪い商品を減らして、その分商品アイテム数
を増やしていたのに対して、ウォルマートは用途や機能、ライフスタイル別のカテゴリー

を揃えて、逆にカテゴリー当りの品目数を絞り込んでいる。ウォルマートでは、同じ用途

や同じ機能の商品はせいぜい 2 つくらいのブランドしかないため、需要予測をしやすく、
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欠品が少なくなる。カテゴリー･マネジメントの詳細については後述する。 
 
4.2.5 スーパーセンター 
 ウォルマートにおける 1990年代以降の売上拡大・成長は、「スーパーセンター」という
新しい店舗形態の新規展開と拡大によるところが大きい。「スーパーセンター」は、1988
年に CEO に就任したデビッド・グラスが導入した新しい店舗形態で、従来のディスカウ
ントストアに食料部門を付加したものである。1990年代後半以降、急ピッチでこのスーパ
ーセンター店舗を展開し、新しい業態として短期間に成長させた。図４－４参照。 
 
【図４－４：スーパーセンターの出店拡大】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.3 企業活動と IT資源 

 
4.3.1 IT化の歴史 
 ウォルマートの基本戦略であり、競争優位の源泉である EDLPや豊富な品揃えの実現に
は、さまざまな形で IT資源が活用されている。ITがあってはじめて、低コストオペレー
ション、効率的なサプライチェーン、優れたカテゴリー･マネジメントなどが実現できてい

る。以下では、ウォルマートのビジネスに活用されている各種 ITおよび、ITにより実現
されている企業活動を見ていく。 
 
まず、同社における IT化の歴史を概観し、おおよその流れをつかむ。 
・ 1970年代はビジネスモデル、業務プロセスの基礎・基盤を固めた時期である。 

1973年に 22店舗にコンピュータを設置、1977～79年には店舗、本社、物流センタ
ー間がネットワークで繋がった。 

・ 1980 年代になると、IT 活用を本格化させるとともに、先進技術の取り込みを他社

1,848
1,950 1,985 1,995 1,960 1,921

1,869
1,801

1,736
1,647

1,568
1,478

34 72
147

239
344

441

564

721

888

1,066

1,258 1,471

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

ウォルマートストア店舗数

スーパーセンター店舗数

データ： 
同社ホームページ 
のデータより作成 



根来・吉川「模倣困難なＩＴ活用は存在するか？―ウォルマートの事例分析を通じた検討―」(2006.3)  

    早稲田大学 IT戦略研究所 working paper  27

に先駆けて進めていく。具体的には、1980年に、非食料品分野小売業として初めて
食品管理にバーコードを使用するとともに、1981年にはPOSレジの導入を開始し、
1988 年には 90%の店舗で導入されるようになる。1985 年には EDI を開始、1987
年には通信衛星によるネットワークが完成した。1987年には P&Gと「製販同盟」
と呼ばれる戦略的パートナーシップを結んだ。これと同時並行して、1980年代後半
には、商品補充・発注システムの自動化が進んだ。 

・ 1990年代になると IT活用はより洗練され、高度化されていく。 
1990 年にデータウェアハウスの構築が始まり、総計 40億ドルが投資される。同じ
時期、ハンディ端末を導入して店舗の IT 化を進めた。1991 年にリテールリンクの
構築を始め、1996年に CPFR（Collaborative Planning Forecasting and Replenishment）

に着手した。1998 年には社内のイントラネット化とリテールリンクの Web 化を実
施、2000年には早くもリテールリンクが XML化された。 

 
4.3.2 共通インフラとしての IT資源 
 ウォルマートの IT資源はどのような仕組みであり、また強みや特徴があるのか。 
以下ではまず、共通インフラとして企業活動を支える主要な IT について、資源の観点
からその詳細を分析する。具体的には、①情報ネットワーク、②データウェアハウス、③

自動商品補充システム、④携帯情報端末、の 4つを見ていく。 
 
①情報ネットワーク 
 ウォルマートにおける情報ネットワークは図４－５の通りであり、基盤・インフラとし

て各種企業活動を支えている。本社に、受発注業務用の業務・基幹系システムと情報系シ

ステムおよびデータウェアハウスがあり、それらは店舗・物流センター・本部各部とネッ

トワークで結ばれている。社内各セクションにあるオンライン端末により検索やデータマ

イニングができるようになっていることに加え、卸やメーカー等サプライヤーとの間も、

業務・基幹系システムでは EDIにより、情報系システムでは「リテールリンク」によりネ
ットワーク化されている。 
 
【図４－５：情報ネットワークの概要】 
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②データウェアハウス 
 ウォルマートは 1990年から POSデータのデータベース構築を始め、データウェアハウ
スにこれまで 40億ドルを投資した。POSデータの蓄積と活用は今日では多くの小売企業
も取り組んでいる基本的な業務活動であるが、ウォルマートの取り組みの特徴の一つはそ

の規模にある。ウォルマートは、約 2 年間分の POS データを保存しており、オンライン
検索により、前年比、前々年比の実績比較が可能になっている。データウェアハウスの容

量は、1990年には 0.5兆バイト（466GB）であったのが、1999年には約 200倍、101兆
バイト（94,000GB）の大きさになる。同じ時期の同業他社と比較するとその大規模さ、
データの豊富さがよくわかる。 
 

【図４－６：データウェアハウスの容量推移と比較】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③自動商品補充システム 
 店頭に並ぶ商品の発注作業を支えている仕組み「自動商品補充システム」を見ていく。

同システムを使った商品発注の流れは次のとおりとなる（ルディ和子 2002）。 
1. まず、各商品の販売傾向や店舗配送までのリードタイムを加味した発注サイクルに
基づき、次の発注予定日が決められる。 

2. 発注予定日になると、その時点における在庫に基づいて、発注すべきかどうかシス
テムが見極める。 

3. 発注量と次の発注予定日が決まる。 
4. このデータが各店舗に送られると、店長がチェックして、必要に応じて発注可否・
発注量を変更する。 

5. 発注データが EDIによりサプライヤーに送信される。 
6. 発注データがデータウェアハウスに保存される。 

完全自動ではなく、人手によるチェックが介在する仕組みである点が特徴と考えられる。 
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④携帯情報端末（ハンディーターミナル） 
 店舗の現場では、「携帯情報端末」（写真４－１参照）を活用することにより、発注商品

や発注量の最終決定を下す店長などによる作業が比較的簡単にできるようにし、店舗の業

務効率化につなげている。具体的には、店頭在庫をチェックしながら、その携帯情報端末

で棚や商品のバーコードをスキャンして各商品の販売傾向や関連商品の販売データを端末

で調べながら、自動計算されている発注量でよいかどうか検討することができる。ウォル

マートではこの携帯情報端末の活用を推進するため、従業員に対する説明と教育により、

端末の機能・役割および活用の重要性について、周知徹底をはかっている（ルディ和子

2002）。 
 

【写真４－１：携帯端末】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3.3 製販協働（サプライチェーン・マネジメント①） 
 企業活動の観点からの整理として、サプライチェーンの効率化（サプライチェーン・マ

ネジメント）と、品揃えの最適化（カテゴリーマネジメント→（５））の大きく 2 つをと
りあげる。このうち、サプライチェーン・マネジメントについては、さらに、製販協働に

よる活動→（３）と物流効率化→（４）とに分けられる。 
 本項では、製販協働について、時間的な経過を追いながら、ECRの実施、リテールリン
クの導入、CPFRへの発展、在庫削減効果の実際、の順に分析していく。 
 
①ECR（Efficient Consumer Response） 
 上記 IT インフラに基づき、ウォルマートが展開している企業活動のうち、最も重要な
ものの一つが、ECR（Efficient Consumer Response）である。これは、小売企業とメーカー

（サプライヤー）との戦略的協力関係、「製販同盟」の構築である。 
ウォルマートは 1987 年に P&G と初の ECR を実施する。ECR における各社の業務・

2004年 9月 21日にシアトル近郊の 
ウォルマートスーパーセンターにて 
筆者が撮影。 



根来・吉川「模倣困難なＩＴ活用は存在するか？―ウォルマートの事例分析を通じた検討―」(2006.3)  

    早稲田大学 IT戦略研究所 working paper  30

役割分担は次のとおりである。ウォルマートは P&G に対して、全店舗の売上データ、在
庫データ、価格データを提供する。P&G は、これらのデータを分析することにより、各
店舗の販売計画や販売予測を行い、効率的な商品補充を実行するとともに、店舗ごとの最

適な品揃えや陳列場所やスペースの設定といった具体的な販売促進策を提案しなければな

らない（図４－７参照）。 
 
【図４－７：ECR仕組み】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ECRの狙いは、消費者が欲しがる商品を欲しがるときに店頭に適正な量だけ在庫してお
くようにする、すなわち「店頭での品切れをなくす」ことである（ルディ和子 2002）。製
販が協働することにより、「商圏に合った店舗」作りをすることが究極的な目標である。 
 
②ECRの背景と各社事情 

ECRに至った背景、各社の事情はどのようなものであったのだろうか。 
当時のウォルマートの経営上の重要課題は、適正在庫数を積算し、欠品や過剰在庫を回

避することであった。適正在庫量達成のため、全店 POS 導入、通信衛星ネットワークの
構築、商品の発注補充システム、物流センターの自動化、物流センターでのクロスドッキ

ング方式など、社内の情報システム整備をしてきたが、ウォルマート社内だけでできるこ

とには限界があり、流通機構全体での効率化をはかるためには、サプライヤーの協力が必

要との認識を持っていた。ECRの展開により、ウォルマートは詳細なデータをサプライヤ
ーに渡し、それに基づいてサプライヤーは販売予測を立てる。さらにサプライヤーは、ウ

ォルマートの「商圏に合った店舗」作りをするために、データ分析により店舗別の価格設

定や販売計画の策定、販売予測、棚割りの管理などを行う。 
P&Gとの「製販同盟」・協力内容は、ECRという業務戦略としてまとめられ、ウォルマ
ートはこの後、多くのサプライヤーと ECRの関係を結んでいく。 
 
③リテールリンク 
 1991年、ウォルマートは「リテールリンク」というソフトウェアをサプライヤーに無料
で提供する。リテールリンクは、ECRすなわちメーカー・サプライヤーとの情報共有を拡
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大、発展させるための共通プラットフォームである（図４－８参照）。 
サプライヤーは、リテールリンクにより、ウォルマートのデーウェアハウスに直接アク

セスし、自社カテゴリーの製品について、他社品を含めて同社のバイヤーが見ているのと

ほぼ同じデータを検索できる。リテールリンク導入後の情報とモノの流れは図４－８のと

おりであり、サプライヤーとウォルマートの関係強化につながった。このリテールリンク

を基盤にして製販協働の仕組みはさらに、「CPFR」へと発展することとなる。 
 
【図４－８：リテールリンクの構造】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リテールリンク自体も進化していく。1998年にはWeb化され、現在では約 1万社のサ
プライヤーが直接アクセスし、前日の販売データを翌朝（午前 4時）には見ることができ
るようになっている。競合する小売企業に比べて、データの量、質、スピードで勝ること

により、的確な分析、精度の高い販売予測、品揃えの提案につながっている。 
 
④CPFR（Collaborating, Planning, Forecasting and Replenishment） 
 ECRの仕組みは、サプライヤーであるメーカーや卸業者が、在庫を管理し、小売の POS
データを共有することで、小売の発注を待たずに納入する仕組みであり、言わば「サプラ

イヤーによる在庫管理」と言える。このように 1990年代初めころまでの ECRは、サプラ
イヤーが在庫責任を負うもので、サプライチェーン（流通経路）全体の在庫量低減にはそ

れほど貢献していなかった（ルディ和子 2002）。 
  
こうした状況下、1996年頃に、ウォルマートは、CPFR（Collaborating, Planning, Forecasting 

and Replenishment）＝「協働計画・需要予測・補充」（共同予測）の展開に着手する。 
CPFRの狙いは、サプライヤー・小売が一体となって需要予測し、相互に責任を持つこ
とにより、流通経路から無駄な在庫をなくし、その結果として、在庫責任から解放された

メーカーが生産計画を立てやすくなり、最終的にウォルマートへの納品コストの低減に繋
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げることを目指すものである（ルディ和子 2002）。これは ITではなく、ITに基づく企業
活動である。 

 
CPFRによる業務プロセスは次のとおりである。 
まず、小売店とサプライヤーが各商品の需要予測を立て、その数量や販売傾向などに合

意、相互にそのデータを交換する。実際の販売が予測に沿ったものであれば、自動的に在

庫補充がなされ、予測と相違する場合は、小売・サプライヤーの協議（データ交換）によ

り予測・注文数を調整する。ポイントは、ECRでは、サプライヤーが一方的に責任を負わ
されていた需要予測・在庫管理責任に関し、ウォルマートサイドも関与し責任を持つ点に

ある。このリスク分担の結果、発注サイクルを、従来の 9日間から 6週間と大幅に長くす
ることができた（ルディ和子 2002）。 
 

CPFRの導入により改善された点は、①小売・サプライヤーの在庫を低減させ、全体と
して在庫量の 24%削減に繋がったこと、②店頭での品切れ商品数が減少したこと、③メー
カーにおける生産計画が精緻化され、コスト低減に繋がったこと、④生産ラインから店舗

の棚に商品が届くまでのリードタイムを 12～20%短縮したこと、の 4つである（ルディ和
子 2002）。 
 
⑤在庫コストの削減 
 以上を踏まえ、EDLC実現の上で特に重要となる在庫量圧縮の問題を整理する。在庫量
の状況を数値化したものが「在庫回転率」（年間売上高／平均在庫高）であり、在庫回転率

が上がれば、在庫コストの低減およびキャッシュフローの改善に繋がる。同社の場合、在

庫回転率を 1回転上げると、20億ドルのフリーキャッシュフローが生じ、財務体質の改善
に効果が大きい。CEOリー・スコットは「在庫増加率を売上伸び率の半分以下に」するこ
とを目標として掲げていた。ウォルマートは、CPFRの導入により、発注リードタイムを
短縮し、その結果として在庫回転率を上げ、最終的には EDLCの水準を高めるというメカ
ニズムを実現している。 
 

1990年代後半の数年間について、米国の主要小売各社の売上と在庫の推移を見てみる。
表４－４によれば、ウォルマートは、売上は年平均 16.6%の伸び率で増加しているのに対
して、在庫は年平均 9.8%しか増えていない。これに対して、他社はいずれも、売上と在庫
の増加率が同じ程度か、在庫の伸びが売上を上回っている状況。また、表４－５により、

2002年の在庫回転率で比較すると、ウォルマートは 7.79回と、競合他社を大きく上回る
水準になっている。以上のデータからウォルマートにおいて、1990 年代後半の CPFR 導
入が大きく貢献したことが窺える。 
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【表４－４：在庫の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【表４－５：主要各社の在庫回転率】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3.4 物流システム（サプライチェーン・マネジメント②） 
 本項では、物流効率化に関わる企業活動と各種資源について見ていく。 
 ウォルマートの効率的なサプライチェーン実現に関し大きな役割を果たしているのが、

その物流システムである。米国大手小売の物流コストは 3～5%であるが、ウォルマートは
2%以下に抑えている（西山和宏 2002）。 
 
①自社物流網と物流センター 
 最大の特徴は、資金力と IT で構築した自社物流網とその物流センターである。ウォル
マートでは、最初は 3PL（「3rd party logistics」、アウトソーシングサービス）を使い、
取扱量が増えてきた時点で、自社の物流センターを立ち上げるか、専門業者を買収するこ

とにより、自社物流網にシフトし、これを拡大してきた。経費圧縮のため、長期的なアウ

トソーシングは採用しない方針をとっている。 
自社物流方式の効果・メリットは、物流センターから店舗までの物流を自社の都合に従

って組み立てることができることである。具体的には、店頭在庫・輸送中在庫・物流セン

ター在庫の全てを一元管理することにより、発注から納品までの流れをまとめて効率化す

ることができ、かつ、店舗在庫についてサプライチェーン上の全ての在庫を考慮しながら

適正化できる。こうしたことは問屋を介した物流では困難である（鈴木敏仁 2003）。 

1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 4年間増減

Wal-Mart 売上 $118.0 $137.6 $165.0 $191.3 $217.8 16.6%
在庫 $16.5 $17.1 $19.8 $21.4 $22.6 9.8%

Ahold 売上 $25.0 $30.9 $33.8 $49.4 $59.4 25.3%

在庫 $1.7 $2.3 $2.6 $3.9 $4.6 27.0%

Kroger 売上 $33.9 $43.8 $45.4 $49.0 $50.1 4.6%

在庫 $1.7 $3.5 $3.9 $4.1 $4.2 6.3%

Target 売上 $27.8 $31.0 $33.7 $36.9 $39.9 8.8%

在庫 $3.3 $3.5 $3.8 $4.2 $4.4 8.0%

Safeway 売上 $22.5 $24.5 $28.9 $32.0 $34.3 12.0%

在庫 $1.6 $1.9 $2.4 $2.5 $2.6 11.5%

出典：Forrester Research ”Winning In A Wal-Mart World” Nov 2002
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②補充フロー 
 ウォルマートにおける商品の補充フローは、メーカーから直納されるフローと、物流セ

ンターを経由するフローとに大きく分けることができる。このうち物流センター経由は、

物流センターで一旦在庫されるフローと、在庫されずクロスドッキング方式（詳細後述）

により店舗に配送されるフローとに分けられる。 
 
 ウォルマートの補充フローが如何にしてサプライチェーンの効率化に繋がっているか、

以下その特徴を整理する（鈴木敏仁 2003）。 
補充フローの特徴・ポイントの第 1は、販売数量と物流（または補充形態）が完全に連

動している点にある。補充の形態を、販売ボリューム（または商品回転数）を基準として、

高ボリューム商品（高回転商品）は物流センターに在庫し、低ボリューム商品（低回転商

品）は在庫せず、クロスドッキング方式で配送する。具体的には、同じ商品ライン（例え

ばマニュキア）内でも、商品（色）が違えば補充フローが異なる。 
第 2の特徴・ポイントは、物流センター段階での在庫コントロールをウォルマートは一
切しておらず、サプライヤーとの間での CPFR・自動補充システムにより実現している点
である。CPFRやクロスドッキングを上手に運営できないサプライヤーはウォルマートと
取引ができないということである。 
 
③クロスドッキング方式 
 ウォルマートの効率的な物流システムに貢献している仕組みの一つがクロスドッキング

方式である。これは、入荷した商品を在庫として持つことなく、入荷商品をできるだけ早

く流通加工・仕分けして店舗毎に出荷する方式で、リードタイムの最小化と物流センター

の在庫回転を早める物流方式である。ウォルマートでは、1980年代半ばから実施しており、
商品が生産ラインから店舗に届くまでのリードタイムを短縮するには不可欠な仕組みとな

っている。 
  
 クロスドッキング方式の前提として、取り扱うミニマムサイズがパレットレベルである

ことがあり、これにより物流センター内のオペレーション・仕分け作業がシンプルにでき

る。具体的な仕組み・流れは、①物流センターの床にトレーラーサイズのラインと店舗ナ

ンバーが書いてある、②メーカーから荷受けドックに着いたトレーラーからパレットが降

ろされ、そのままこのライン内に移され並べられる、③出荷ドックに店舗に向かうトラッ

クが到着次第、パレットが積み始められ、満載されたら出発する、というものである（鈴

木敏仁 2003）。 
 
クロスドッキング方式は、小売企業のデータに基づきサプライヤーが予測を立てて事前

出荷データを送り、承認を得た上で商品を配送する仕組み＝ECR・CPFRがあって初めて
全体的に大きな効果を発揮する方式と考えられる。サプライヤーによる在庫管理への参加、

メーカー出荷時の仕分け、事前出荷通知、検品レス、定時配送などハードルも多い。米国

では大量先物仕入が一般化しており、小売がある程度の在庫を抱えるのが一般的で、クロ

スドッキングを実施している企業はあまりなく、スーパーマーケット業界の大手でも、食
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料品の 15～20%で実施している程度とのことである。 
 
4.3.5 カテゴリーマネジメント 
 IT資源を活用した企業活動の分析の最後に、カテゴリーマネジメントを取り上げる。 
 
カテゴリーマネジメントとは、商品政策の具体的方策の一つであり、消費者の観点から、

機能・用途・ライフスタイル別に商品をカテゴリー化して品揃えをする方法である。POS
システムおよび POS データに基づいて分析を行い、特定のカテゴリー全体の売上・粗利
益が上がるよう、棚割り管理や販売促進を行う。 
ウォルマートの場合、117 週間分（2 年間＋現四半期）の POS データを保有しており、

そのデータ分析を、①在庫の最適化（不良在庫をなくして、店頭での品切れを防ぐ）、②各

店舗での品揃えの最適化、③各店舗での売上に貢献する陳列方法に役立てている（ルディ

和子 2002）。その具体的な対応策の一つがカテゴリーマネジメントであり、ウォルマート
は特にこの分析において優れていると言われている（図４－８参照）。 
 
【図４－８：米国企業のカテゴリーマネジメントに対する取り組みの評価】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
麻田孝治（2004年）は、「ウォルマートの総合情報システム「リテールリンク」のもと
に、グローバルソーシングを含めた SCM と両輪になっているのが、カテゴリーマネジメ
ントである。それだけに最先端の情報システム、データベース、組織開発、人材育成が統

合され、進化した総合管理システムを形成している。ウォルマートの破竹の勢いを支える

根源的な推進力となっており、その結果としてウォルマートが「カテゴリーマネジメント

の最優良企業」として評価された」（P26）とし、カテゴリーマネジメントの取り組みを同
社の競争力の源泉として評価している。 
  
 カテゴリーマネジメントの実際の店頭品揃えへの効果については、西山和宏（1998年）
は次の記述のとおり、顧客に評価される品揃えにつながっていると指摘している。 
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「ウォルマートの商品構成をカテゴリー毎に見ると、競合店よりもブランド数（つまり取

引メーカー数）は少ないが、総アイテム数は多い。ブランド数の少なさはパートナーに相

応しい取引先に絞り込まれていることを示している。アイテム数が多いということは、カ

テゴリーマネジメントによって、競合店よりも消費者ニーズをよく把握しているというこ

と。」（P55） 
 
データ分析は、経験を積めば積むほどノウハウが蓄積され、効果的な情報・分析結果を

得ることができると考えられる。すなわち、データ分析に長けるためには時間とコストを

かけなければならない。ウォルマートはこうしたデータ分析に優れ、カテゴリーマネジメ

ントをはじめとする商品政策を通じて実際の効果につなげているのに対して、多くの小売

企業では、POSシステムを、レジの効率化や人件費の削減に活用する段階に止まっており、
その結果として、低い利益体質に甘んじている。 
 
4.3.6 時系列型因果連鎖図による整理 
これまで見てきたウォルマートの取り組みについて、その因果メカニズムをクリアにす

るため、同社の行為（活動）や資源と、その結果（現象）に関わる「時系列型因果連鎖図」

として図４－９のとおり整理した。これが次章以降の分析のベースとなる。 
 

【図４－９：ウォルマートの因果連鎖図】 
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4.4 IT活用と関連する人的・組織的側面 

 
4.4.1 IT活用に関わるポリシー 
 ウォルマートには、IT活用に関わるポリシーに関しいくつか特徴的な点があり、それが
同社の IT戦略と競争優位の関係上で重要な意味を持つと考えられる。 
 
①自前主義 
 第 1の特徴は、手作りの IT、自前主義へのこだわりである。基本的にすべてのプログラ
ムを自社で設計・開発する方針をとっており、そのため、情報システム業務に従事する社

員は 2,000人程度にのぼる。ウォルマートの情報システム責任者であるダン・フィリップ
氏は、「IT は競争優位を維持する戦略案件」であり、「IT のアウトソーシングは絶対にし
ない」と述べている4。戦略案件である以上、IT を外部に委ねることはできないという方
針を徹底しており、運用はもちろん、開発も 98～99%をウォルマート内で実施している。 
 IT部門のスタッフ約 2,000人を動かすためには、しっかりした規律が重要であり、具体
的に定めた上で全てのスタッフに遵守させている。具体的には、遵守すべき規律として、

カスタマー・サービス、テスト・検証の徹底、ROI等を定め、職務評価基準として、期限、

                                                  
4 「絶対にアウトソースはしない」『日経コンピュータ』（2001年 12月 17日号） 
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進捗管理、ユーザー部門による評価（面と向かって言いにくい意見の吸い上げ）を掲げて

いる5。 
 
②現場主義 
 第 2の特徴は、現場主義を徹底している点である。現場とは、収益を生み出す企業活動
そのものであり、また顧客サービスの現場にほかならず、こうした現場に密着した IT 活
用を徹底することで、その IT 戦略の実効性を高めていると考えられる。そして、この現
場主義に根ざした IT 活用を推進する原動力になっているのが、自社の IT 部門スタッフ
2,000人である。 
 
 ウォルマート元 CIOのケビン・ターナー氏は、次のように述べている6。 
「ウォルマートの IT 哲学は次の 3 つ。①世界中の業務を一元的な情報システムによって
管理すること。②全社的に共通のプラットフォームを使うこと。③テクノロジーを云々す

る前に、まずは小売業という本分を第一に考えること。このためには、IT部門スタッフが
現場のビジネスを熟知していることが必要。どんな開発プロジェクトであっても、開発担

当の IT スタッフがシステムの仕様決定や設計、チェンジ・アナリシスを行う前に、シス
テム導入対象の部門に出向いてビジネスを理解するよう徹底。業務を実体験する。ビジネ

ス部門の視点に立ちながら、どういう目標に向かってどう進めばいいかを具体的に理解し

なければならない。」 
 
 
③改革重視 
 第 3の特徴は、改革重視の企業姿勢である。セブンイレブンジャパンの元幹部の方が「小
売ビジネスでは、変化への対応能力が決定的に重要である」と述べているのと同様に、ウ

ォルマートは、自らの成功体験に安住・依存することなく、変革し続けることを常に経営

の最重要課題に掲げており、このような企業姿勢があればこそ、同社は競争優位を持続さ

せることができたと考えられる。 
 
ウォルマート元 CIOのケビン・ターナー氏は、2000年に開催されたカンファレンス「リ
テイルシステムズ 2000」において、次のように述べている。 
「未来を予測する上でもっとも確実なやり方は、日々常に改革し続けることだ。次は何な

のかを模索し、考えていくことが大切。最も適応力のある者が生き残ることができる。常

に変化を起こす必要があり、競争相手に対しては革新のスピードこそが武器になる。自分

で自分の運命を決めないと、他人に決められてしまう。自分が何をやるべきなのか、ビジ

ネスプロセスを明確にすることが重要になる。」 
 
 

                                                  
5 「ウォルマートの IT哲学」『CIO Magazine』（2003年 1月号） 
6 「ウォルマートの IT哲学」『CIO Magazine』（2003年 1月号） 
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4.4.2 店舗運営 
 ウォルマートの強さとして、IT活用とともに、効果的な店舗運営、すなわち店頭・現場
における実行力・対応力が挙げられる。同社の店舗運営は IT 資源と企業活動の関係にも
さまざまな影響を及ぼしていると考えられる。 
 
ディスカウントストアに代表されるチェーンストアオペレーションとは、本来、本部の

管理下で複数の店舗を運営する形態である。具体的には、複雑な決定・決裁権限は本部が

持ち、店舗に関してはレイアウトから店員の活動に至るまで、あらゆる限り平準化、標準

化、マニュアル化し、店舗レベルに一切プロフェッショナルを必要としないモデルである。

店舗レベルでは機械的に作業をこなしていけば済む仕組みである結果、店舗を増やしてい

くことが容易となり、大量に出店することができ、一方コストコントロールも容易となる

（鈴木敏仁 2003）。 
 これに対して、ウォルマートが取っている店舗運営スタイルは、各店舗に権限を委譲す

る方式であり、店舗本位制ないし地方分権制を取っている。 
 
 以下、店舗における業務内容をみていく。ウォルマートにおける、店舗運営・店舗オペ

レーションの階層図は図４－１０のとおりである。 
 
【図４－１０：店舗オペレーション階層図】 
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ル、店員数も最大で 600人近くとなる。アシスタントマネジャーは、食品、日用品、衣料、
荷受けなど大部門の責任者である（鈴木敏仁 2003）。 
ウォルマートが最も重視しているのはデパートメントマネジャー（売り場責任者）であ

る。デパートメントマネジャーは、棚割りの維持、発注、補充、チラシ掲載予定商品の発

注など具体的な店頭作業に従事しており、カテゴリー単位の主要店頭活動（品揃え、棚割

り、プロモーション、価格）を担っている（鈴木敏仁 2003）。 
「デパートメントマネジャーは、CEOよりも、本部バイヤーよりも、カテゴリーマネジ

ャーよりも、店長よりも、消費者のニーズのことを良く知っている」という考え方である。

マネジメントサイドはデパートメントマネジャーからできる限りのことを学ぼうとするし、

カテゴリーマネジャーなどはデパートメントマネジャーからのフィードバックをリストア

ップして利用するなど、ボトムアップ方式が主体となっている（鈴木敏仁 2003）。 
以上、ウォルマートにおける店舗運営の特徴を整理すると、粗利益高に影響を与えるマ

ーチャンダイジングに関し、本部が権限を持ちながら、各店舗の意思を尊重し、店舗にも

自由裁量があるという、バランスのよい仕組みとなっている。 
本部方針が完全に実現され得る非常に高い店頭実行力を持った上での、必要最低限の標

準マニュアルと、店舗での商売ノウハウをベースとした自由裁量、これがウォルマートの

成功要因であると考えられる。 
 
 

4.5 まとめ 

 
ウォルマートの事例について、以下のとおり総括する。 

 
同社の成長は、そのマーケティング戦略、具体的には EDLP（低価格戦略）と、店舗特
性に応じた肌理細かい・豊富な品揃え、が顧客・消費者に支持されたことによって可能と

なった。また、90年代以降の成長については、ディスカウントストアと食品スーパーを融
合した「スーパーセンター」という業態を創造し、拡大したことも大きな要因となってい

る。 
同社の競争優位の源泉は、EDLP を実現するための徹底した低コストオペレーション、
および店舗毎の品揃えを実現するためのカテゴリーマネジメントにあり、これらを店舗・

現場の実行力が支えているものと考えられる。競争優位につながる個別の企業活動につい

ては、低コストオペレーションとカテゴリーマネジメントに関連する一連の活動、具体的

には、「サプライヤーと協働した需要予測」「在庫圧縮」「売り場責任者への権限委譲」など、

が挙げられる。 
 
低コストオペレーションを実現するためには、サプライチェーン全体を徹底的に効率化

する必要があり、そのために、IT資源が大きく活用されている。実際に ITが直接活用さ
れている活動としては、「在庫削減と販売促進を両立させる製販協働（ECR、CPFR）」「効
率的な自社物流の展開（クロスドッキング、複数の補充フロー）」の 2つがあげられる。 
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これらを支える IT 資源としては、①データウェアハウス、②データネットワーク、③
商品自動補充システム、④リテールリンク、⑤POSシステム、⑥携帯端末がある。 
さらに、上記 IT（特に POSシステムおよび過去データ）の活用により、カテゴリーマ
ネジメントを推進し、これにより個店別に適切な品揃えを実現している。 
 

EDLP という同社の基本戦略と IT を活用したサプライチェーンの効率化が表裏一体、
密接不可分な関係にある。EDLPを導入しているため、需要変動が小さいので、ITによる
予測・自動化・在庫圧縮が容易になっている点が大きい。 
また、同社は時間をかけて EDLPを実現し、それと同時並行的に IT資源を進化させて
きており、その代表的なものがリテールリンクであり、同社の巨大なデータベースである。

このように、IT資源は、同社特有の、一種経路依存的な資産となっていると考えられ、他
社は容易には模倣できない状況と考えられる。個別の IT をそっくり模倣したとしても同
じ効果を得られないだろう。 
一方、ITの内製化、店舗・現場への権限委譲、改革への徹底した取組み、といった人的・
組織的側面に関して、同社固有のポリシー・組織・文化が IT 活用の鍵となっていると考
えられる。すなわち、同社の IT 資源に基づいた一連の活動が全体として模倣困難になっ
ていると考えられる。 
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5. ウォルマートの差別化システム分析 
 
 第３章で考案した分析フレームワークを適用し、ウォルマートの事例を分析する。具体

的には、同社の差別化システム図を作成し、これに基づき、個別の差別化資源の模倣困難

性分析および、差別化システムの要素連係アーキタイプの分析を行う。これらの分析によ

り、同社の差別化システムの構造や特徴、模倣困難性の強さを解明するとともに、IT資源
の活かし方・活かす仕組みについて明らかにする。 
 

5.1 活動システム図・差別化システム図の作成 

 
5.1.1 活動システム図 
まず、第 3章のウォルマート事例分析を基に、同社が行っている活動を活動システム図

として整理する（図５－１参照）。 
活動システム図の概要は次のとおり。ウォルマートは、差別化ポイントを「EDLP」と

「店舗毎の品揃え」とし、多くの活動を、EDLPを実現するための「低コストオペレーシ
ョン」に集中させる戦略により、持続的な競争優位を確立している。実際の活動としては、

「在庫圧縮・在庫回転率を高める」「カテゴリーマネジメントの実施」などが多数の活動と

繋がりを持ち、重要な役割を担っていることが確認できる。活動の位置付けや活用状況を

見えやすくするため、図中では、活動間の結び付きの強さおよび重要度に応じて線の太さ

を変えている。また、資源と考えられる項目については特に色分けをして表示している。 
 
【図５－１：ウォルマートの活動システム図】 
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本稿の分析は、外部の人間によるものであり、ウォルマートの活動システム図がこのと

おりであると断定することはできず、その可能性を示すものに過ぎない7。図の根拠につい

ては、財務計数などのデータの裏づけがある程度あるものと、事例情報・状況証拠の積み

上げによるものがある。前者の例として、「リテールリンク－サプライヤーとのデータ共有

→CPFR→在庫圧縮・在庫回転率向上→低コストオペレーション→EDLP→売上拡大」の
活動連関が挙げられる。また、後者の例としては、「現場への権限委譲→カテゴリーマネジ

メントの効果的な実施→店舗ごとの品揃え」の活動連関が挙げられる。 
 
5.1.2 資源・活動・差別化ポイントの整理 
 次に、この活動システム図に基づき簡易な差別化システム図を作成する（図５－２参照）。 
 
【図５－２：差別化システム図（簡易バージョン）】 
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7 この場合、事例情報に関わる厚みのある記述に基づき、仕組み・システムを解釈し、図示し
ているものであって、作成した図について、多くの人が納得・了解できるものとすることが

重要である。 
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競争優位は成り立たないことが改めて理解できる。 
この差別化システム図（簡易バージョン）の段階では、活動システム図を改変している

のみであることから、上記のようなループ構造や、資源と活動が互いに直接強め合う関係

についての記述、個別資源の模倣困難性の程度に関する記述が不十分である。そのため、

次節の個別資源の模倣困難性分析を踏まえ、差別化システム図をより精緻化して、分析フ

レームワークにて使用する修整版を作成する。 
 
 

5.2 個別資源の模倣困難性の分析 

 
5.2.1 差別化資源の精査 
個別資源の模倣困難性分析では、模倣困難性の程度に関わる判断基準が必要であり、比

較対象と想定期間を設定する。比較対象については、ウォルマートと競合する Kマート・
ターゲット等を想定して分析する。また、模倣する場合の想定期間は 3～5 年とし、1～2
年でキャッチアップ可能なものは模倣容易と考える。 
差別化システム図（簡易バージョン）をもとに、ウォルマートの個別資源を 14 個洗い
出し、それらを情報技術資源、人的・組織資源、物理資源他の 3つに分類した。 
これらの各資源について、模倣困難性の５要素（①物理的・制度的特性、②先取排除性、

③経路依存性、④現場粘着性、⑤代替困難性）を評価し、資源としての総合的な模倣困難

性を「容易・可能・困難」の 3段階に評価・分析した。その結果を整理したものが表５－
１である。 

 
【表５－１：ウォルマートの個別資源の模倣困難性分析】 
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5.2.2 個別資源の模倣困難性分析 
表５－1 にて分析・整理しているとおり、ウォルマートの個別資源のうち、情報技術資
源については、大半がそれ自身は「模倣容易」と考えられる。これは、POSシステムをは
じめ同様の機能を持つ IT の導入は、資金さえあれば基本的には可能であるためである。
ただし、リテールリンクについては、「現場を熟知した 2000 人の自社 IT スタッフ」によ
るレベルアップ・カスタマイズを繰り返し、同社のノウハウを結集させていることから、

経路依存性があり、比較的模倣が困難と見られる。また、過去データについては、データ

蓄積やデータ構造の最適化に時間がかかることから模倣困難と考えられる。リテールリン

ク・過去データについて、代替困難性の観点で見ると、業界によるデータ共有の仕組みが

あることから、ある程度は代替が可能と考えられる。 
人的・組織的資源については、経路依存性・代替困難性の観点から、模倣困難性は概ね

中程度「模倣可能」のレベルと考えられる。ただし、このうち「店舗現場の高い実行力」

については、時間をかけた積み重ねと共に、同社独自の組織・文化8や現場への権限委譲に

も裏打ちされており、他の項目に比して模倣困難性は高い。 
その他の資源では「バイイングパワー」を除き、基本的にお金さえあれば調達可能であ

り、「模倣容易」レベルである。「バイイングパワー｣は共同購入によりある程度代替が可能

であるものの、他社との共同であるが故の相応の制約や対応労力が必要であり、経路依存

性も認められることから、「模倣可能」レベルとしている。 
 
 

5.3 差別化システムの分析 

 
5.3.1 差別化システム図 
 前節の個別資源分析とともに、資源⇔活動間のループ構造の検討を加えるための修整版

の差別化システム図を作成した（図５－３参照）。 
簡易版からの主な変更点は、①資源を「IT・物理資源」と「人的･組織資源」の 2 つに

分類して表示、②資源の模倣困難性を項目囲み線の種類で表示（模倣困難→二重線、模倣

可能→実線、模倣容易→点線）、③資源⇔活動の相互直接強化関係について太線の両矢印で

表示、の 3点である。また、ループ構造洗い出しの観点から、資源・活動の結びつきを見
直し、結合関係をより詳細化させている。 
 

                                                  
8 従業員を「アソシエイト」と呼んで大切にするといったモチベーションを高める方策や、「そ
の日にできる仕事はその日のうちに済ませる」などハードワークを奨励する文化などが同

社の特徴としてよく指摘されている。 
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【図５－３：ウォルマートの差別化システム図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3.2 資源⇔活動のループ構造分析 
この差別化システム図修整版に基づき、差別化システムの模倣困難性構築において特に

重要と考えられる源泉である「資源⇔活動のループ構造」について見ていく。 
同源泉の 1つ目のアーキタイプである「資源⇔活動」ループ（資源・活動の直接相互強
化関係）は以下の 4箇所に見られる。資源について下線を記す。 
①「需要予測ノウハウ」⇔「サプライヤーによる需要予測」 

（サプライヤーによる需要予測によりノウハウが蓄積され、このノウハウにより需

要予測がより向上する循環関係。） 
②「需要予測ノウハウ」⇔「システムの改善・レベルアップ」 

（蓄積された需要予測ノウハウに基づき、リテールリンクやデータベース等関連シ

ステムは頻繁にレベルアップされており、その結果、ノウハウもさらに進化する。） 
③「店舗現場の高い実行力」⇔「売り場責任者への権限委譲」 
④「2000人の自社 ITスタッフ」⇔「システムの改善・レベルアップ」 

（自社 IT スタッフがいるからこそ、継続的且つ肌理細かいシステム改善が可能で
あり、こうしたシステム改善は自社スタッフの能力・陣容強化につながる。） 

 
5.3.3 ポジティブ・フィードバック・ループの分析 
 つぎに、2つ目のアーキタイプである「資源・活動連鎖のポジティブ・フィードバック・
ループ」（複数の資源・活動の連鎖を経由し、最終的に特定の資源蓄積につながるポジティ

ブ・フィードバック・ループ）は、次のとおり 8つ確認できる。資源について下線を記す。
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差別化システム図からこのループ構造に関係する箇所だけを取り出したものが図５－４で

ある。 
① 売上拡大（利益拡大）→バイイングパワー→サプライヤーの協力体制→サプライヤーとの販売データ共有

→サプライヤー協働による需要予測→在庫圧縮→低コストオペレーション→EDLP→売上拡大 

② 売上拡大（利益拡大）→資金力→巨大デーウェアハウス→リテールリンク→サプライヤーとの販売データ共

有→≪途中省略≫→売上拡大（利益拡大） 

③ 売上拡大（利益拡大）→資金力→巨大デーウェアハウス→POS データ・過去データ→需要予測ノウハウ→

サプライヤー協働による需要予測→≪途中省略≫→売上拡大（利益拡大） 

④ 売上拡大（利益拡大）→資金力→2000 人の自社 IT スタッフ→システムの改善・レベルアップ→需要予測ノ

ウハウ→≪途中省略≫→売上拡大（利益拡大） 

⑤ 売上拡大（利益拡大）→資金力→巨大デーウェアハウス→POS システム→商品発注の半自動化・効率化

→商品特性に基づく肌理細かい補充→在庫圧縮≪途中省略≫→売上拡大（利益拡大） 

⑥ 売上拡大（利益拡大）→資金力→巨大デーウェアハウス→POS データ・過去データ→カテゴリーマネジメン

トの実施→店舗毎の品揃え→売上拡大 

⑦ 売上拡大（利益拡大）→資金力→スーパーセンターの展開拡大→店舗毎の品揃え→売上拡大 

⑧ 売上拡大（利益拡大）→資金力→ドミナント展開された大型店舗→物流コストの圧縮・低減→低コストオペレ

ーション→EDLP→売上拡大 

 
【図５－４：ポジティブ・フィードバック・ループ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
上記個別事例に見るとおり、「資源⇔活動の相互強化」および「資源・活動を跨ぐポジテ

ィブ・フィードバック・ループ」のアーキタイプは、差別化システムの模倣困難性を強化・

再生産する仕組みである。こうした仕組みが、差別化および競争力の維持のためには不可
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欠な構造であり、持続的競争優位の根幹を成すものと考えられる。これらアーキタイプは、

差別化システムの模倣困難性の他の源泉と異なり、その構造・概念に時間軸を内包してい

る点が重要である。資源は放っておいても蓄積されるものではない。意識的に、フロー（活

動）とストック（資源）の関係として、活動と資源の循環関係を構築する必要がある。「需

要予測ノウハウの蓄積」「権限委譲」「システム改善」など、そのような仕組みにおいて重

要な役割を果たすもののひとつは、人的・組織的資源である。 
 
 

5.4 差別化システムの分析：まとめと考察 

 
ウォルマートの差別化システム分析を以下のとおりまとめる。 
ウォルマートは、「EDLP」と「店舗毎の品揃え」を競合他社より優れた形で実施するこ
とを差別化ポイントとし、これらにつながるように、高い模倣困難性を誇る差別化システ

ムを構築することにより強固な隔離メカニズムを働かせている。この差別化ポイントが顧

客に支持され、戦略的価値を持つことから、同社は売上とともに、利益を拡大させること

ができていると考えられる。隔離メカニズムを実現させている同社の差別化システムとそ

の模倣困難性について、特に IT資源活用の観点からの観察に重点をおきつつ考察する。 
 
5.4.1 差別化システムの概要 

EDLP に照準を合わせ、「低コストオペレーションの徹底」を最重要な経営課題・企業
活動として、「在庫の圧縮」「サプライヤーとの協働した需要予測」など、EDLCにつなが
る一連の活動が根幹となっている。また、品揃えについては、業界最高水準レベルでの「カ

テゴリーマネジメントの実施」が企業活動の中心である。 
こうした差別化システムの根幹を成す企業活動を支えているのが「リテールリンク」

「POS システム」「POS 過去データ」「データウェアハウス」などの IT 資源である。IT
を差別化に無くてはならない資源として組み込み、有効・効果的に活用している。 
一方、人的・組織的側面に関しても、「現場への権限委譲」などの活動と、「需要予測ノ

ウハウ」「ITスタッフ」「店舗現場の高い実行力」などの資源が、上記資源・活動連鎖にお
いて重要な役割を果たしている。 
 
5.4.2 差別化システムにおける特徴 
 同社の差別化システムの模倣困難性の源泉について、「4つの源泉」に基づき見ていく。 
 
まず、「保有資源の模倣困難性」についてであるが、個別資源としては、同社の IT資源
の多くは単体では模倣困難性が必ずしも高いとは言えない。IT資源のうち例外的に模倣困
難性が高いと考えられるものは、改造を重ねることにより同社のノウハウを結集させたシ

ステムである「リテールリンク」と、長年蓄積された「データ」の２つである。 
次に「個別資源間のシステム性」については、IT資源は元々資源間のシステム性を高め

やすいという特徴があることもあり、同社の場合、IT資源同士が特に多層的・多面的に組
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み合わされている。また、IT資源と人的・組織的資源との連係も重要なパスとなっている。 
「活動のトレードオフ性」の面では、活動の連鎖・重なりが多く見られ、システム性（相

互強化性）が高く、他社、たとえば EDLPを採用しない企業が部分的に模倣しても意味が
ないといえる。 
最後に「活動⇔資源のループ構造性」は、同社の差別化システムの模倣困難性の特徴の

一つと考えられる。「資源⇔活動の相互強化関係」と「ポジティブ・フィードバック・ルー

プ」を多数、様々な形で企業活動に取り込み、拡張循環構造、差別化資源の再生産・不断

の強化構造が働いている。 
 
5.4.3 IT資源の観点からの考察 
上記のとおり、ウォルマートでは、IT資源が差別化システムにおいて不可欠な役割を果

たしており、同資源を前提にした強さの再生産構造が構築されている。IT資源一つ一つは
模倣困難とは言えないが、ITをビジネスシステムの中に強固に埋め込み、活動・資源のシ
ステム性を高め、ループ構造を作り出している結果、他社は容易には模倣できない状況と

考えられる。 
また、IT 資源のうち、 IT 固有の特徴を有していると考えられる「データ」、および他

の IT 資源に比して模倣困難と考えられる「リテールリンク」が、同社の差別化システム
において果たしている役割が大きいことを踏まえると、同社の競争優位の源泉は IT 資源
にあるものと言える。 
 
「IT に起因する競争優位」と言えるかどうかは、IT 資源の活用のされ方、活用されて

いる ITの特徴の観点から分析できる。うまく ITを使いこなせていない場合、ITが貢献す
る活動が以下のようになっていることが想定される。すなわち、「活動との繋がりやシステ

ム性が低く、IT 資源が絡むループ構造がない」ケースや、「部分のループはあるが全体の
ループがない。全体のループはあるが、部分のループがない」ケースである。 
次章では、他社との比較により、ウォルマートの差別化システムの模倣困難性を評価す

るとともに、このような仮説・観点からの分析・考察を行う。 
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6. 競合他社との比較 
 
 ウォルマートの「差別化システムの模倣困難性」を評価するため、他社と比較する。比

較対象としては、ウォルマートを模倣することにより、自社の競争力・競争優位を引き上

げようとしているイオンと西友の 2社を取り上げる。 
 
 

6.1 イオンの事例 

 
 イオンはイトーヨーカ堂と並んで、日本の小売業界の勝ち組と言われている。 
同社の 2004年 2月期の決算内容は、売上は 3兆 5462億円（国内トップ）、前期比 15.6%
の増加、経常利益は 1313億円、前期比 21.8%の増加であり、その業績は好調である。 
2004年 2月 20日現在の店舗数は 364店舗となっている。 

 
イオンが公表している経営方針を見ていく。 
長期目標として、2010年までに、世界の小売業ランキングのトップ 10入りを果たす「グ
ローバル 10 構想」のもと、事業基盤拡大・事業構造変革による「成長」と収益・財務基
盤変革による「質的転換」を実現することを掲げている。中期経営戦略は、長期目標の実

現に向け、ビジネスプロセスおよび組織構造を抜本的に見直し、改革を図ることで、小売

業のコアコンピタンス（商品政策、マーケティング、物流、IT等）の水準を、世界水準に
到達させることである。具体的には、EDLPとそれを支えるエブリデイ・ローコスト（低
コストオペレーション）体質への転換を継続的に進めることを同社の基本戦略としている。 
これらに加えて、以下の戦略に取り組むとしている。国内でのショッピングセンター事

業を推進し、地域における圧倒的なシェア、エリアドミナントの実現を図る。成長を下支

えするグループ財務基盤の確立を目指し、有利子負債の削減に向け、IT等を活用した在庫
効率の向上、不採算事業・店舗のスクラップや新規出店での固定資産の圧縮や流動化など

の資産効率の改善を進める。 
 
 このような同社の戦略について、奈良澤眞巳子は、加護野・井上（2004）（P196）にお
いて、活動システム図を作図している（図６－１参照）。 
ここでは、イオンの主要活動を、①スケールメリットによる大量発注（→低価格商品の

安定的な供給）、②革新的なサプライチェーン（IT の導入にあわせて、メーカーとの直取
引や電子商取引市場での商品の調達を実現）、③活発なM&A（スケールメリットの追求）、
④大型ショッピングセンターとドミナント形成（大量集客を狙うとともに、物流コストの

削減につなげる）、の 4つに整理している。 
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【図６－１：イオンの活動システムのマッピング】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.2 西友の事例 

 
 業績不振にあえいでいた西友はウォルマート傘下に入ることにより、挽回を目指してい

る。直近のフル決算である 2003年 2月期の業績は、売上は、1兆 1397億円、前期比 2.8%
増加、特に経常利益は 81億円、前期比▲40.4%減少と低迷している。店舗数 は 2003年 2
月現在、210店（単体）となっている。 
 
西友は、その経営方針を、同社決算資料において、以下のとおり公表している。 
基本方針は「ウォルマートとの提携を機に飛躍的な成長を目指すこと」である。そのた

め、「ウォルマートの経営ノウハウ、ビジネスシステムの導入を進めることで、店舗オペレ

ーションの効率化、商品調達力の強化、情報システムインフラの整備など、小売事業基盤

の構造的な改善を推進する」としている。具体的には、EDLP／エブリデイ・ロー・コス
トサイクルの確立に向け、経営組織の再編、社員教育、コスト削減、世界各国からの商品

調達などの取り組みを開始している。 
 
実際のアクションプランとしては、まずウォルマートの店舗情報システム「スマートシ

ステム」（POSシステム＋商品発注システム）を順次導入し、2004年度には、210店舗へ
の導入を予定している。 
また、2003年 12月からは、約 100社のメーカー（サプライヤー）との間で、リテール

リンクについての取り組みを開始している。同社では、リテールリンクの活用により、瞬

時に顧客動向や在庫情報を把握することができるようになり、その結果、過剰在庫の防止、

在庫管理コストの低減や店頭での品切れ防止・機会ロスの低減などによる売上の拡大など
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出所：若林眞己子（加護野・井上『事業システム戦略』有斐閣（2004）） 



根来・吉川「模倣困難なＩＴ活用は存在するか？―ウォルマートの事例分析を通じた検討―」(2006.3)  

    早稲田大学 IT戦略研究所 working paper  52

を実現することが可能となる、と見ている。 
この取り組みは、ウォルマートでの成功事例と同様、西友とメーカーや卸を結んだサプ

ライチェーンを最適化することであり、メーカーや卸と共同で需要予測の精度を高めて、

欠品や売れ残りを減らすことに狙いがある。西友全店の売上や在庫が分かれば、メーカー

は生産計画を精緻に立てることができ、卸も少量の発注や急な発注に対応しなくても済む

ようになり、物流コストを引き下げることができる。こうしたコスト削減効果と引き換え

に、メーカーや卸に原価の引き下げを求めることができる。 
 
しかしながら、解決すべき課題も多い。 
直接取引を実施していないメーカーは、卸の在庫量が分からないので、サプライチェー

ン全体の在庫を把握できず、精緻な生産計画を立てるのは困難である。「卸売業が発達した

日本では、リテールリンクはなじまない」と、西友の取り組みに懐疑的な見方も少なくな

い。 
また、物流を効率化するためには、発注ロットや配送方法を変える必要がある。メーカ

ーや卸にとっては、（国内第４位と規模が必ずしも大きくない）西友との取引だけに合わせ

て物流を効率化しても、全体から見れば必ずしも効率が上がるとは限らない。 
さらに、西友として、データ分析のノウハウを社内に蓄積しなければならない。情報を

基に精度の高い需要予測をするのには経験が必要であり、ウォルマートの取引先である大

手メーカーでは専任の分析担当者を１社あたり 10 人程度配置している。メーカーや卸が
そこまでの資源を、（単体の売上高がイオンやイトーヨーカー堂の半分程度しかない）西友

に対して投入するかについては、現時点では不透明である。 
 
 

6.3 共有モデルと各社の差別化システム図 

 
 ウォルマート、イオン、西友の差別化システムを、（１）共有モデルの作成、→（２）各

社の差別化システム図の作成、→（３）各社の個別資源の模倣困難性分析、の手順によっ

て比較する。各社の差別化システム図の比較（アーキタイプ分析等）および総括・評価は

次節にて行う。 
 
6.3.1 共有モデル 
 比較対象各社をできるだけ同じ基準で比較・評価するため、3 社に共通する概念モデル
（共有モデル）を作成し、これに基づき、個社別の差別化システム図を作成する。 
ウォルマートの差別化システム図の要素に、イオン・西友の事例に基づいた差別化資源・

差別化活動を加え、共有モデルを作成した（図６－２参照）。具体的には、イオンの企業活

動に関連し、「メーカーとの直取引」「本部バイヤーによる集中仕入」「ローカル小売の買収」

「地域と密着した環境活動」などの要素を追加している。共有モデルでは項目間のリンク

はなく、また個社別の差別化システム図では、必ずしも全項目が使用されるわけではない。

共有モデルは、同業種で同様のビジネスを展開する場合に、潜在的に利用される可能性が
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ある差別化資源と差別化活動を網羅した概念モデルである9。 
 
【図６－２：共有モデル】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.3.2 個社別の差別化システム図 
 共有モデルに基づき、個社別に必要な項目のみを用いて差別化システム図を作成する。 
図中では、共有モデルとの差異がわかるよう、該当しない項目を薄色で表示している。 
 ウォルマートの差別化システム図は第 5章にて作成した図と同じである。 
 
 イオンの差別化システム図は図６－３のようになる。独自の SCMに基づき、EDLPな
らびに低コストオペレーションに活動・資源を集中させている。資金力に基づいた「ロー

カル小売の買収」等による規模拡大戦略に独自性が見られる。 
 また、西友の差別化システム図は図６－４のようになる。ウォルマートと同様リテール

リンクを導入し、EDLP・低コストオペレーションが活動の中心である。蓄積が必要とな
る需要予測ノウハウや POS データについては、時間的な制約から、分析時点では差別化
資源として構築できていないと考えられる。 
 
6.3.3 個別資源の模倣困難性分析 
 各社の個別資源の模倣困難性を分析・評価する（表６－１、表６－２参照）。ウォルマー

トは表５－２（前掲）のとおり。内容の分析と評価については次節にて行う。 
 

                                                  
9 この共有モデル作成の着想は、Wilson（1990）「基本稼業モデル」作成手順からヒントを得
たものである。 
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【図６－３：イオンの差別化システム図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【表６－１：イオンの個別資源の模倣困難性】 
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【図６－４：西友の差別化システム図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【表６－２：西友の個別資源の模倣困難性】 
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6.4 比較分析 

 
6.4.1 個別資源の模倣困難性 
 表６－３は、各社の差別化システム図に、個別資源がいくつ埋め込まれており、その資

源が活用されているアーキタイプがいくつあるのかを、個別資源の模倣困難性度合い毎に

集計した結果である。この表および個別資源の表（前掲）に基づき、分析・評価を行う。 
 
【表６－３：個別資源の模倣困難性と活用状況】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これによると、ウォルマートは、個別資源を計 14 個、それらが活用されているアーキ
タイプを計 32個、差別化システムに埋め込んでおり、資源の構成（ラインアップ）・物量
面で圧倒的に優位であることが確認できる。イオンは IT 資源・物理資源他ではある程度
対応しているが、人的・組織的資源では遅れが見られる。また、西友も IT 資源について
はウォルマートから資源導入により対応しているものの、人的・組織的資源や物理資源他

についてはこれからの状況である。絶対数での格差の内容を見ると、蓄積データや需要予

測ノウハウなど、模倣が容易ではない資源において格差や対応の遅れが見られ、これらの

資源が差別化システムの模倣困難性強度に直結していると考えられる。 
 一方、個別資源がアーキタイプにおいてどの程度活用されているかを見ると、ウォルマ

ートはアーキタイプでの活用件数が個別資源の数に比してかなり多く、有限の資源を、複

数の活動やアーキタイプにより、多面的・多層的に活用している状況が読み取れる。また、

個別資源の数とアーキタイプでの活用件数の倍率（重層的活用度）を見ると、同社の場合、

模倣困難な資源の倍率がより高い状況（レバレッジが効いている状況）であり、模倣容易

な資源に比して、模倣困難な資源をより活発・積極的に活用していることがうかがえる。

資源の有効利用・効率利用がなされていると言える。 
これに対して、イオン・西友は、資源の絶対数が少なく、また多面的・多層的活用に十

分につながっていない状況であることに加え、模倣困難な資源の活用に特段の傾斜が見ら

れない。イメージ的に表現すれば、ウォルマートに比して深みや広がりがない、つまり「資

源→活動」のつながりが単線的であり、差別化システムの要素連鎖・連係が十分多面化・
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多層化されていない状況と言える。 
 
6.4.2 要素連係アーキタイプ埋め込まれ状況の分析 
どのようなアーキタイプがいくつ埋め込まれているかを各社別に整理したのが、表６－

４である。横軸には、アーキタイプ種類を、差別化システムの模倣困難性源泉種別に表示

するとともに、アーキタイプ種類毎の模倣困難性への貢献度（3.1「アーキタイプの模倣困
難性」参照）を記載し、その程度毎に右端の欄に存在するアーキタイプの個数を集計して

いる。 
 
【表６－４：差別化システム図のアーキタイプ埋め込まれ状況】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表６－４によると、ウォルマートの差別化システムでは、総計 45 個のアーキタイプが
埋め込まれており、そのほとんどが、模倣が容易ではないタイプである。差別化システム

の模倣困難性の源泉種類およびアーキタイプ種類についても満遍なく見られる。資源・活

動が多層的・多面的に連鎖・連係している状況と言え、それが、強固な差別化の実現と持

続的な競争優位につながっていることを確認できる。 
以上の分析結果を見ると、このアーキタイプ分析は、「資源・活動の有機的なつながり」
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まっている。ウォルマートの IT導入により、同社を模倣しようとしているものの、人的・
組織的資源がついてきていないため、現時点では IT 資源を活かしきれていないと考えら
れる。ウォルマートと比べると、イオンと同様、活動との連携、資源蓄積への経路、ルー

プ構造性がまだ無いか、弱い。まったく同じ IT 資源を導入したとしても、差別化システ
ム全体の模倣には至らず、ウォルマートと同様な強さの発揮、競合他社に対しての差別化

は達成しえていないということがあらためて確認される。逆に言えば、この分析フレーム

ワークにおいて、ウォルマートにキャッチアップするために対応が必要な箇所、およびそ

の対応に関わる優先順位付けを行うことができる。 
 
このアーキタイプ分析に関し、アーキタイプ毎の模倣困難性に着目すると、模倣困難な

アーキタイプほど、ウォルマートとイオン・西友両社の格差が大きいことがわかる。持続

的競争優位を確立するためには、模倣困難性が高いアーキタイプ、すなわち資源・活動の

ループ構造性、資源間のシステム性、活動の相互強化性などを、「差別化システムの模倣困

難性の強度を高めるため仕組み・仕掛け」として意識的に作り上げていくことが有効であ

る。 
IT資源の観点では、手段としての ITそれ自身については導入により簡単に模倣できる
としても、ITを活用する活動の活発化や、ノウハウなどの人的・組織的資源の対応が伴わ
なければ、表面的な模倣に止まり、同様の差別化には至らないことが確認された。また、

IT 資源であっても、蓄積されたデータや独自の作り込みシステムなど、IT 固有の模倣困
難性を伴った資源を活用する場合には、模倣は容易ではなく、差別化システムの模倣困難

性が高まることも確認された。 
 
 

6.5 比較分析のまとめ 

 
6.5.1 差別化システム図分析総括 
 前節では、「個別資源の模倣困難性と活用状況」「差別化システム図のアーキタイプ埋め

込まれ状況」の観点から、各社の差別化システム図をある程度定量的に比較・評価するこ

とを試みた。しかしながら、差別化システム図自体が、実態把握という観点では、外部観

察者が見た場合の一定の可能性に過ぎないものであるとともに、その記述自体に定性的な

要素が多いことは否めない。このような差別化システム図の限界に鑑みれば、その構造を

並べて比較・分析したとしても、「仮に比較・評価すれば、このようになる」という域を出

ないとも言える。また、測定した資源やアーキタイプの数値についても、分析対象企業間

の格差がかなり大きいのか、わずかな差なのかを認識する程度のもの、すなわち相対比較

に関わる目処値のような位置付けに止まっている。「○○が△個以上あれば模倣困難な水準

に達していると評価できる」というような形で、測定値自体に意味を持たせることは困難

と考えられる。 
 しかし、本分析フレームワークは、各社の差別化システムに関する定性的な傾向や特徴

の比較、差別化システムの模倣困難性に関わるメカニズムの解明や比較、といった点につ
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いて有益な示唆をもたらすものとして活用できると考えられる。 
 以下では、このような観点から、各社の差別化システム図について、前節での詳細分析

をマクロ的な視点から捉え直すことにより、資源・活動の連鎖と模倣困難性・持続的競争

優位の関係について総括することを試みたい。具体的には、差別化システムの模倣困難性

の 4つの源泉について、各社ごとにその特徴やウォルマートとの比較内容を考察・整理す
る。表６－５、表６－６、表６－７を参照いただきたい。 
 
【表６－５：ウォルマートの差別化システム図】 

保有資源の模

倣困難性 

リテールリンク、過去データ、2000人の ITスタッフなど、同社でなければ容易には持ち得な
い、模倣困難性が高い資源を豊富に持つ。特筆すべき点としては、ノウハウやデータなど時

間の経過に伴い蓄積された結果、模倣困難性が高まっている資源が多いこと。先行すること

が結果として競争優位を高めている。先行者優位はこうした部分において競争優位要因とし

て顕在化すると考えられる。 

個別資源間の

システム性 

POSシステム→商品自動発注システム、POSデータ→需要予測ノウハウなど資源間の連
係が豊富に見られる。資源間連係は「IT 資源同士」「IT と IT ケイパビリティ（人的・組織的資
源）」の関係に大きく分類できる。経営資源を豊富に持っていることからつながりをつくり易い

という面がある一方で、限られた資源を有効に活かす仕組みが巧妙に設計されている。 

活動のトレード

オフ性 

活動が多面的・多層的に組み合わされている状況が読み取れる。より具体的には、戦略的

に根幹となる活動（低コストオペレーション、カテゴリーマネジメント）を絞り込み、その活動に

つながる連係を豊富にしている。一方、コアとなる活動・ルーティン（商品発注の半自動化な

ど）を有効活用し、複数の活動につなげている。 

活動⇔資源の

ループ構造性 

前章で詳細に見たとおり、資源⇔活動関係、資源・活動連鎖のポジティブ・フィードバック・

ループともに豊富に見られ、活動を通して資源蓄積を活発にすることを意識しているものと思

われる。資源を蓄積・強化する仕組みは、上記各要因の強化につながることから、差別化シ

ステムの模倣困難性を再生産する仕組みであると言え、競争優位の持続性の観点から特に

重要と考えられる。 

 
【表６－６：イオンの差別化システム図】 

保有資源の模

倣困難性 
模倣困難な資源の数がそもそも少ない。総合小売として他社が容易に持ち得ないような資

源を活用しているというよりは、メーカー直取引展開や M&A など戦略的活動に重きを置いて
いる状況が読み取れる。現在の戦略を始めてからまだ間もないため、時間経過による蓄積が

資源の模倣困難性を高めるというレベルに達していない。 

個別資源間の

システム性 
経営資源の多面的な活用が低調であり、資源・活動の連係が、資源→活動の単純な構造
に止まっている。資源同士の結びつきによる活動強化や効果極大化という側面への配慮がな

されていない。 
活動のトレード

オフ性 
短期的に企画し実施することが可能であるためか、「活動」の設計が戦略の中心になって

いる模様であり、活動同士の連係は多く見られる。しかしながら、複数の活動が特定の活動を

強化する仕組みや、特定の活動が複数の活動に波及する仕組みはあまり見られない。 
活動⇔資源の

ループ構造性 
ループ構造は多くなく、資源→活動の一方通行的なつながりが多い。すなわち、資源の蓄
積が意識的に行われていない印象を受ける。 

 
【表６－７：西友の差別化システム図】 

保有資源の模

倣困難性 
模倣困難な資源と言えるものは親会社ウォルマートから導入している「リテールリンク」の

み。ノウハウやデータについては、イオンと同様、時間的経過があまりないため、資源蓄積に

伴う模倣困難性はまだ生じていない状況。 
個別資源間の

システム性 
POS システム・商品自動発注システムとリテールリンクの関係など、ウォルマートの仕組み
をそのまま移植している部分については、個別資源間のつながり・結びつきが見られる。 
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活動のトレード

オフ性 
［サプライヤー協働による需要予測→在庫圧縮→低コストオペレーション］のように、特定の
目的にフォーカスされた一連の活動を、ウォルマートに倣って導入している段階。複数の活動

を組み合わせることにより、相互強化性を構築することは、容易には模倣できない、高度な取

り組みであり仕組みであると考えられる。 

活動⇔資源の

ループ構造性 
活動の相互強化性と同様、活動の連係を機能させる段階であり、活動に伴う資源蓄積を中

心とした好循環構造を構築するには至っていない。 

 
 
6.5.2 差別化システム図分析に基づく戦略立案 
 差別化システム図の模倣困難性の分析結果を受け、企業（この場合、ウォルマート、イ

オン、西友）は、どのようなイニシアティブをとり、何をおこなうことができるだろうか。

本分析フレームワークの活用可能性の観点から、同分析を踏まえた差別化戦略の立案につ

いて、以下で考察する。 
 
 ウォルマートの立場（差別化において優位に立つ企業の立場）で見た場合、このような

分析によって自社の持続的競争優位の源泉が何か、何が要因で差別化できているのかにつ

いて見当をつけることができるとともに、他社にキャッチアップされ易い部分、すなわち、

隔離メカニズムが決壊しやすいところについての見当をつけることができる。このような

考察に基づき、強化あるいは防御・補強すべき箇所への対応策を取ったり、中長期的な視

点で資源・活動連鎖の構築を戦略として計画したりすることが可能となる。 
たとえば、サプライヤー協働による需要予測については、ウォルマートが他社に比して

圧倒的なバイイングパワーを持っているうちは、サプライヤーの協力体制が他社への体制

に比して厚い布陣を維持できると考えられる。ただし、競合他社が合併等により、同社と

同水準のバイイングパワーを持つようになった場合、サプライヤーの協力体制における優

位性が薄れ、関連する資源・活動の連鎖の模倣可能性が高まる。 
また、POSデータに基づくカテゴリーマネジメントについては、競合他社において POS
データが蓄積されてくれば、その点に関する格差はなくなり、店舗現場の実行力・分析力

が差別化要因としてより重要となってくるということが比較分析から読み取れ、そのため

の対応手段として、従業員教育の高度化や分析ツールの提供などの施策を講じる必要性や

そのタイミングを検討することができる。 
 
 イオンや西友の立場（競争優位に立つ企業に挑む立場）で見た場合は、分析フレームワ

ークを活用することにより、差別化・ターゲッティングのポイントと、これに連なる資源・

活動の構造やメカニズムがどのようになっているかを、ある程度体系的・網羅的に解明で

きる。その上で、ウォルマートにあって自社に無い、ないし足りないと思われる資源や活

動、そしてそれらを自社に当てはめた場合に考慮しなければならない連係やメカニズムに

ついて分析することが可能となる。さらに、このような分析を通して、個々の資源や活動

の単位だけではなく、それらの連係や蓄積が重要であるという観点から、何から着手し、

どのような工程で、キャッチアップしていけば良いかを検討できる。自社の強み・弱みに

基づいた戦略立案を実行可能ならしめるためには、資源・活動の連係や、資源の蓄積など

循環構造についての理解・分析が不可欠であると考えられ、本分析フレームワークは、そ
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のような観点で有効であり、活用可能性があると考えられる。 
 
 次に、分析フレームワークから得られる知見について、IT資源の観点から考察する。 

IT資源を競争優位の構築のために活用するために重要なことがらとして、以下 4つのポ
イントを挙げることができる。 
第 1は、IT資源の模倣困難性を高める方策である。具体的には、作り込みソフトウェア
の活用やパッケージソフトのカスタマイズ、自社独自のノウハウや知見の IT 資源への移
植・反映、継続的なシステム改善（情報システムの機能向上）などが有効と考えられる。

このような IT資源については、ITにより実現される表面上の機能を真似ただけでは、そ
の IT資源が発揮している効果を実現することはできないと考えられる。 
第 2は、ITアーキテクチャーの吟味である。今日では、複数のシステムや ITを組み合
わせ、連係させて使用する場合が多くなっており、「IT 資源間のシステム性」を如何に構
築するかが重要となってきている。このような場合、ITに関わるアーキテクチャーが適切
かつ効率的に考えられているかどうかが、システム構築のスピードやコスト、構築したシ

ステムの質に影響する。具体的には、ネットワークの構造、データベース構造、XML 技
術や標準技術の活用、などがあげられる。これらの言わば IT資源の基礎部分については、
経路依存性の問題、後から作り変えることが容易ではない性質などから、競合他社は容易

に模倣することができないと考えられる。 
第 3 は、データを活用する仕組みの構築である。「データ」は活動を通して時間ととも
に蓄積される IT 資源であるとともに、そのデータを活用する「ノウハウ」も同時に蓄積
される性質を持つ資源である。データ活用については、このように蓄積に使われた時間上

の格差が競争優位に大きく影響すると考えられ、「活用し蓄積する仕組み」を他社に先んじ

て構築するとともに、その格差を継続的に維持していくことが重要と考えられる。 
第 4は、IT資源を活用する活動の設計と組み合わせの調整、および他の資源（特に模倣
困難な資源）との連携である。このポイントは IT 資源に限ったことではなく、差別化シ
ステムの模倣困難性の 4つの源泉（①保有資源の模倣困難性、②個別資源間のシステム性、
③活動のトレードオフ性、④活動⇔資源のループ構造性）に留意し、これらにつながるよ

うに IT資源と関連する活動・資源を展開することが重要だということである。 
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7. まとめ 
 
本稿の目的は、IT資源が、企業の持続的競争優位につながり得るのかどうか、あるいは、

どのようにすれば IT 資源を、持続的競争優位につなげられるかを明らかにすることであ
る。上記の研究目的に関して、以下の成果が得られたと考える。 
 
成果の第 1は、上記問いについて、差別化システムの模倣困難性の強度を分析・評価す
ることにより明らかにするための、分析フレームワークの提案である。この分析フレーム

ワークは、差別化システムの要素（差別化資源・差別化活動）に関わる分析方法を示すも

のであり、具体的には、個別資源ごとの模倣困難性分析とシステム要素連係アーキタイプ

の分析により構成される。 
成果の第 2 は、「持続的競争優位が確立されている」すなわち「差別化システムの模倣
困難性が高い」状況に関わる 4つの源泉について、実際の企業事例に基づいて、例示する
ことができたことである。4つの源泉とは、「①多くの模倣困難な資源が活動により活用さ
れている」「②個別資源間にシステム性がある」「③個々の活動同士にトレードオフ性があ

る」「④活動⇔資源間のループ構造性が多く埋め込まれている」。ウォルマートの事例分析

および競合他社（イオン・西友）との比較分析について、上記分析フレームワークを適用

することにより、上記源泉の有効性を例示でき、ウォルマートの持続的競争優位の源泉・

メカニズムについて考察することができた。同時に、分析フレームワークの妥当性につい

ても確認できた。 
成果の第 3は、IT資源と持続的競争優位との関係に関わる以下の考察である。個別資源

としての模倣困難性が高くない IT 資源（パッケージソフトウェアなど）を活用する場合
は、活動との組み合わせやループ構造の構築が伴わなければ、他社に模倣され、同質化を

まねく。一方、個別資源としての模倣困難性がある程度高い IT 資源（作りこみソフトウ
ェア、アーキテクチャーなど）の場合は、それらを活用することが競争優位につながると

ともに、活動・資源との連鎖・連係を強め、相互強化・再生産構造を伴うことで、模倣困

難性・競争優位を高めることができる。 
成果の第 4は、上記各考察を踏まえ、IT資源を持続的競争優位に繋げる場合に重要とな
る事項としての以下 4つの提案である。①IT資源の模倣困難性を高める方策（作り込みソ
フトウェアの活用など）の策定、②ITアーキテクチャーの吟味、③データを活用する仕組
みの構築、④IT資源を活用する活動の設計と他の資源（特に模倣困難な資源）との連係。 

 
本章では、本研究の成果・意義として、上記各成果について順にまとめ、総括した後、

分析フレームワークの活用可能性と課題について考察し、本稿を締めくくる。 
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7.1 分析フレームワーク 

 
 本稿にて提案した分析フレームワークの概要は以下のとおりである。 

 
隔離メカニズムが有効に機能し、競合他社に比して、持続的な競争優位を保持している

企業のケースでは、その企業の差別化システムが効果を生んでいるものと考えられる。 
差別化システムとは、差別化資源（差別化に関係する資源）と差別化活動（差別化につな

がる活動）により構成され、その模倣困難性の程度・強度が、企業の競争優位に直結する

と考えられるシステムである。本稿にて提案した分析フレームワークは、この「差別化シ

ステムの模倣困難性」の程度・強度を分析・評価する枠組みである。分析フレームワーク

の概要を以下に示す。 
 
差別化システムの模倣困難性につながる源泉は、①保有資源の模倣困難性、②個別資源

間のシステム性、③活動のトレードオフ性、④活動⇔資源間のループ構造性、の 4つが考
えられる。これらの源泉については、資源と活動の関係・つながりにより説明（要素分解）

でき、それら要素関係・つながりの構造をモデル化し、「要素連係アーキタイプ」として分

類することができる。さらに、この「要素連係アーキタイプ」は、そのタイプ別に模倣困

難性の程度が異なる。 
一方、差別化資源については、資源ごとに個別の模倣困難性を分析・評価することが可

能である。さきの要素連係アーキタイプに、資源が埋め込まれている場合には、その資源

の模倣困難性程度がそのアーキタイプの模倣困難性の重要な要素となる。 
 
 

7.2 差別化システムの模倣困難性の要因例示 

    
7.2.1 ウォルマートの事例分析 
ウォルマートの事例に、本分析フレームワークを適用し、差別化システムおよびその模

倣困難性の強度について分析・評価した。これにより、本分析フレームワークの活用可能

性が一定の形で確認できたと考えられる。その適用結果と考察は、以下のようにまとめら

れる。 
まず、ウォルマートの差別化システムの概要を示す。 
「EDLP」と「個店別品揃え」が同社の差別化ポイントであり、これらの実現を目的と
した「低コストオペレーションの徹底」と「カテゴリーマネジメントの実施」が同社戦略

の根幹となっている。具体的な企業活動としては、「在庫の圧縮」「サプライヤーとの協働

した需要予測」などの低コストオペレーションにつながる一連の活動と、「現場への権限委

譲」や「店舗現場の高い実行力」に裏打ちされた、業界最高水準レベルでの「カテゴリー

マネジメント」が中心となる。そして、これらの企業活動と連係する仕組みとして、「リテ

ールリンク」「POSデータ」といった各種 IT資源を活動の連鎖に組み込み、無くてはなら
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ない資源として有効・効果的に活用している。 
分析フレームワークに基づいた、同社の差別化システムの特徴は次のとおり。 
「保有資源の模倣困難性」については、同社の IT 資源の多くは単体では模倣困難性が
必ずしも高いとは言えず、例外的に模倣困難性が高いと考えられるものは、改造を重ね、

同社のノウハウを結集させた「リテールリンク」と「データ」の 2つである。 
「個別資源間のシステム性」の観点については、資源を多層的・多面的に組み合わせて

おり、有効・効果的に活用している。また、人的・組織的資源との連係も重要なパスとな

っている。 
「活動のトレードオフ性」の面では、活動の連鎖・重なりが多く見られ、システム性（相

互強化性）が高く、他社、たとえば EDLPを採用しない企業が部分的に模倣しても意味が
ない。 
最後に「活動⇔資源のループ構造性」の要因は、同社の差別化システムの模倣困難性の

特徴の一つと考えられる。「資源⇔活動の相互強化関係」と「ポジティブ・フィードバック・

ループ」を多数、様々な形で差別化システムに取り込み、拡張循環構造、差別化資源の再

生産構造が働いている。 
同社の差別化システムの模倣困難性についての IT 資源の観点からの考察結果は、次の
とおりである。 
同社では、IT資源が差別化システムにおいて不可欠な役割を果たしており、同資源を前
提にした強さの再生産構造が構築されている。IT資源一つ一つは必ずしも模倣困難とは言
えないが、ITをビジネスシステムの中に強固に埋め込み、活動・資源のシステム性を高め、
ループ構造を作り出している結果、他社は容易には模倣できない状況がつくりだされてい

る。また、IT資源のうち、 IT固有の特徴を有していると考えられる「データ」や「リテ
ールリンク」、および他の IT 資源に比して模倣困難と考えられる「リテールリンク」が、
同社の差別化システムにおいて大きな役割を果たしていることを踏まえると、IT 資源は、
同社の競争優位の源泉の重要な一つであると言ってよいだろう。 
 
7.2.2 他社比較 
 分析フレームワークに基づき、ウォルマートとイオン・西友の比較分析を行い、その活

用可能性を確認した。分析・考察内容の概要は以下のとおりである。 
まず、個別資源の模倣困難性に関わる他社比較によると、ウォルマートは、イオン・西

友に比して、資源の構成（ラインアップ）・物量面で圧倒的に優位であることが確認できる。

この資源の絶対数での格差の内容を見ると、蓄積データや需要予測ノウハウなど、模倣が

容易ではない資源において格差や対応の遅れが見られ、これらの資源が差別化システムの

模倣困難性強度に直結していると考えられる。 
 一方、アーキタイプにおいて個別資源がどの程度活用されているかを見ると、ウォルマ

ートはアーキタイプでの活用件数が個別資源の数に比してかなり多く、有限の資源を、複

数の活動やアーキタイプにより、多面的・多層的に活用している状況が読み取れる。また、

個別資源の数とアーキタイプでの活用件数の倍率（重層的活用度）を見ると、同社の場合、

模倣困難な資源の倍率がより高い状況（レバレッジが効いている状況）にあり、模倣容易

な資源に比して、模倣困難な資源をより活発・積極的に活用していることがうかがえる。 
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 次に、アーキタイプ分析によると、ウォルマートの差別化システムでは、総計 45 個の
アーキタイプが埋め込まれており、そのほとんどが、模倣が容易ではないタイプである。

差別化システムの模倣困難性の源泉種類およびアーキタイプ種類についても満遍なく見ら

れる。つまり、資源・活動が多層的・多面的に連鎖・連係している状況が観察でき、それ

が、強固な差別化の実現と持続的な競争優位につながっていることを確認できる。 
西友の場合、差別化システムの要素連係が限定的で、存在するアーキタイプが少数に止

まっている。ウォルマートの IT導入により、同社を模倣しようとしているものの、人的・
組織的資源がついてきていないため、現時点では資源を活かしきれていない状況と考えら

れる。まったく同じ IT資源を導入したとしても、差別化システム全体の模倣には至らず、
ウォルマートと同様な強さの発揮、競合他社に対しての差別化は達成し得えていないとい

うことがあらためて確認される。 
また、アーキタイプ毎の模倣困難性に着目すると、模倣困難なアーキタイプほど、ウォ

ルマートとイオン・西友両社の格差が大きいことがわかる。持続的競争優位を確立するた

めには、模倣困難性が高いアーキタイプ、すなわち資源・活動のループ構造性、資源間の

システム性、活動の相互強化性（トレードオフ性）などを、「差別化システムの模倣困難性

の強度を高めるため仕組み・仕掛け」として意識的に作り上げていくことが有効であると

結論付けられる。 
 
 

7.3 IT資源と競争優位 

 
差別化システムにおいて IT 資源はどのような役割を果たし、隔離メカニズムの構築に
貢献し得るのか、という観点について得られた考察を以下のとおりまとめる。 
個別資源として IT 資源を見ると、パッケージソフトやハードウェアなどは模倣するこ

とが容易な資源であるのに対して、作り込みソフトウェアやデータは経路依存性が高く、

模倣は簡単ではない。また、設備資源との比較では、データやアーキテクチャーは IT に
特徴的な資源であると考えられる。 
これに基づき、差別化システムのフレームワークに当てはめて考察すると、個別資源と

して模倣困難性が高くない IT 資源を活用する場合、差別化システムの模倣困難性を高め
るためには他の資源との連係やループ構造の構築が伴わなければならない。一方、個別資

源としての模倣困難性がある IT 資源の場合は、その資源を活用するだけで競争優位の源
泉となり得ることに加え、活動や他資源との連係により、相互強化性・再生産構造を伴う

ことで、より高い模倣困難性を実現し、持続的競争優位につなげることができる。 
これから IT投資を行うケースを想定すると、IT資源の活用により差別化システムを有
効に機能させようとする場合には、データやアーキテクチャーに類する IT 固有の資源の
活用や活動との結びつけ方が鍵となると考えられる。 
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7.4 分析フレームワークの活用可能性 

 
本分析フレームワークは、次のような場面での活用が考えられる。 

 
7.4.1 「説明の社会科学」および「介入の社会科学」における活用 
「説明の社会科学」における活用として、以下の 2つの活用可能性が考えられる。 
第 1は、自社分析である。具体的には、現状や過去の一時点の静態分析、競合他社との
比較による分析・評価などで、自社の競争力の源泉や差別化の状況について、資源・活動

の観点から、競合他社との比較・評価を、ある程度定量的に分析することができる。 
第 2は、時系列分析、動態分析である。自社について、資源・活動の状況やつながりが
どのような変遷をたどって来ているのかを精査することにより、戦略や施策の効果を分析

することができる。 
自社分析の場合、差別化システム図の作成に関し、外部観察者による場合の限界が生じ

ないため、モデルの妥当性吟味がより容易になる。 
また、「介入の社会科学」における活用としては、以下の 2 つの活用可能性が考えられ
る。 
第 1は、競合他社へのキャッチアップ戦略、あるいは差別化戦略の企画・立案において
活用が可能である。本フレームワークを活用した分析を通して、自社・競合他社の差別化

システムのメカニズムを解明できる。この分析に基づき、どの資源を、どのように意識し

て、どう活用すればよいのか、というような具体的な処方箋・戦略を策定することができ

ると考えられる。 
第 2は、資源や活動の導入（＝施策・戦略の実行）シミュレーションにおける活用が考

えられる。本分析フレームワークを活用することにより、現在・過去の資源・活動のつな

がり・関係を踏まえ、今後、例えば IT 資源を導入した場合、どのような資源や活動と結
びついて、どのような波及効果につながるのか、競争優位・差別化の観点から分析・シミ

ュレーションすることができる。 
 
7.4.2 IT戦略の立案場面での活用 

IT投資を行う場合に、差別化システムの観点で、本分析フレームワークを活用したシミ
ュレーションを行うことが有効と考えられる。 
また、本件に関連し、本分析フレームワークの検討を通して得られた考察を示す。 
IT資源を導入し、その資源活用を企業の競争優位に繋げようとする場合に重要なことが

らとして、「4つの留意事項」を以下のとおり挙げることができる。 
・ その IT資源の模倣困難性を高める方策（作り込みソフトウェアの活用など） 
・ アーキテクチャーの吟味 
・ データを活用する仕組みの構築 
・ IT資源を活用する活動の設計と調整、他の資源（特に模倣困難な資源）との連携 
なお、現在の IT 資源の活用状況についても、分析フレームワークに当てはめて、差別

化システムに貢献しているかどうかを分析するとともに、上記の観点から足りない部分を
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補っていくことが可能だろう。 
 
 

7.5 今後の課題 

 
 最後に、本稿にて提案した分析フレームワークに関する今後の課題を示す。 

 
7.5.1 分析対象範囲に関する課題 
まず、分析フレームワークの対象範囲に関して、以下の 2つの課題が考えられる。 
第 1は、パートナー各社（顧客を含む）の資源や活動も含めた分析についてである。差
別化システム分析は、自社の活動と関係する他社の資源や活動も分析対象になりえるが、

本稿では、企業内の構造に分析の対象をしぼっている。パートナーの資源や活動が差別化

に持続的に貢献するかどうかは、社内の資源や活動とは別の分析が必要である。 
第 2の課題は、動態的な分析、外部・環境要因をどのように織り込むか、についてであ
る。外部環境の変化や時間の経過によって競争要因は変化する。これに伴い、差別化ポイ

ントや差別化資源・差別化活動の位置付けも変わってくる。そのような観点から、時間軸

の概念を導入した分析、差別化システムの変容に関わる分析が考えられる。 
 
7.5.2 分析方法に関する課題 
分析方法・分析フレームワーク自体について、以下の 3点が課題として考えられる。 
第 1は、他社比較を行う場合の共通モデル作成に関し、一部の企業に偏ることなく、同
様の基準（広がりと深さ）で差別化資源・差別化活動の洗い出しを行う必要があるという

点である。この課題への対応については、すべての分析対象企業のプラス面の差別化ポイ

ントを偏りなく適切にリストアップすることが重要であり、その上で差別化システム図を

作成していくことが必要と考えられる。 
第 2は、差別化システム図の作成に関し、項目間のリンク、因果関係をどのように裏付
け・検証するかという観点である。基本的には、数値・計数により把握できる関係が望ま

しいと考えられるが、企業外部から分析を行う場合は、そのような実態情報を得にくいこ

とも事実である。情報を丹念に集め、深く掘り下げるなどにより、納得性のある差別化シ

ステム図を作成することが重要と考えられる。 
第 3は、アーキタイプ分析に関し、アーキタイプ自体および模倣困難性度合い別個数に
よる分析・評価に加えて、それぞれの要素連係の質的な違いを織り込むことができないか、

という点である。すなわち、実際の企業活動では、各活動や資源活用の活発度合いや頻度、

活動・資源間のつながりの強さ、には違いがある。また、効果が出ている要素連係とあま

りうまく機能していない連係との違いも考慮する必要がある。このように、要素連係アー

キタイプにはそれぞれ濃淡、質的な相違があると考えられ、このような側面について留意

した分析が必要と考えられる。 
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